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要       約 

本系群の資源量について、資源量指標値を考慮したコホート解析により計算した。資源量

は、1970 年代は 3,000 千トン以上の高い水準にあったが、1980 年代に 2,000 千トン以下に、

1990年代に 1,000千トン以下にさらに減少し、2001年漁期には 153千トンまで落ち込んだ。

2004 年漁期の高い加入量によって資源量は 700 千トンを超え、その後も比較的高い加入量

と漁獲圧の低下によって、2000 年代初めの最低水準を脱して増加し、2013 年漁期の極めて

高い加入量によって、2013 年漁期は 3,411 千トンとなった。その後、2018 年漁期の極めて

高い加入量によってさらに増加し、2018 年漁期は 5,595 千トンと推定された。親魚量は、

2000 年代初めまでの 100 千トンを下回る最低水準を脱して、2013 年漁期の極めて高い加入

量により 2015 年漁期以降に急激に増加し、2018 年漁期は 1,185 千トンと推定された。漁獲

圧（年齢別漁獲係数の平均）は、2000 年漁期以降では 2009・2010 年漁期に高い値を示した

が、2011 年漁期以降は低い値を示している。 

本系群の再生産関係には、平成 31 年 4 月に開催された「管理基準値等に関する研究機関

会議」においてホッケー・スティック型関係（HS）が適用されており、最大持続生産量（MSY）

を実現することのできる水準の親魚量（SBmsy）は 1,545 千トンと推定されている（西嶋ほ

か 2019）。この基準に従うと、本系群の 2018 年漁期の親魚量は MSY を実現する水準を下回

っている。また本系群に対する漁獲圧は近年、低下傾向にあるものの、1970 年漁期以降す

べての期間において MSY を実現する水準（Fmsy）を上回っている。親魚量の動向は近年 5

年間（2014～2018 年漁期）の推移から「増加」と判断される。 

 

（本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理方針に関する検討会の議論をふまえて

最終化される項目については管理基準値等に関する研究機関会議において提案された値を

暫定的に示した） 

  



 

項目 値 備考 

現在の環境下において MSY を実現する水準 

SBmsy 1,545 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Fmsy （0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳, 4 歳, 5 歳, 6 歳以上） 

=（0.02, 0.05, 0.10, 0.18, 0.19, 0.35, 0.35） 

%SPR（Fmsy） 54% Fmsy に対応する%SPR 

MSY 372 千トン 最大持続生産量 MSY 

2018 年漁期の親魚量と漁獲圧 

SB2018 1,185 千トン 2018 年漁期の親魚量 

F2018 （0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳, 4 歳, 5 歳, 6 歳以上） 

=（0.01, 0.02, 0.05, 0.44, 1.17, 1.07, 1.07） 

%SPR（F2018） 38% 2018 年漁期の%SPR 

%SPR（F2016-2018） 38% 現状（2016～2018 年漁期）の漁獲圧に対応する%SPR 

MSY を実現する水準に対する比率 

SB2018/ SBmsy 0.77 
最大持続生産量を実現する親魚量に対する 2018 年漁

期の親魚量の比 

F2018/ Fmsy 2.48 
最大持続生産量を実現する漁獲圧に対する 2018 年漁

期の漁獲圧の比* 

*2018 年漁期の選択率の下で Fmsy の漁獲圧を与える F を%SPR 換算して算出し求めた比率 

 

再生産関係：ホッケー・スティック型（自己相関あり） 

 

親魚量の水準 MSY を実現する水準を下回る 

漁獲圧の水準 MSY を実現する水準を上回る 

親魚量の動向 増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 漁獲圧と親魚量の値は 3 年移動平均値。2015 は 2013～2015 年漁期の平均値を示す。  



 

1．データセット 

本件資源評価に使用したデータセットは以下の通り 

データセット 基礎情報、関連調査等 

年齢別・漁期年
別漁獲尾数 

主要港水揚げ量（北海道～宮崎（17）道県、JAFIC、北部まき網組合）  

月別体長組成（水研、北海道～宮崎（17）道県、JAFIC）：市場測定 

月別体長・体重・年齢・成熟データ（水研、北海道～宮崎（17）道県、
JAFIC）：市場測定、漁獲試験 

月別漁業種別マサバ・ゴマサバ混獲比率（水研、北海道～宮崎（17）
道県）：水揚げ情報、標本港混獲率、市場測定標本混獲率、漁獲試験 

資源量指数 

・加入量指標値 

 

 

 

 

 

・親魚量指標値 

・産卵量 

 

冬春季常磐海域まき網漁況に基づく未成魚越冬群指数（茨城県） 

道東～三陸海域流し網調査 CPUE（北海道）：流し網 

移行域幼稚魚調査（5・6 月、水研）：中層トロール 

北西太平洋北上期浮魚類資源調査（5～7 月、水研）：中層トロール* 

三陸道東沖加入量把握調査（7 月、水研）：中層トロール* 

北西太平洋秋季浮魚類資源調査（9・10 月、水研）：中層トロール* 

伊豆諸島海域たもすくい漁業 CPUE（神奈川県、静岡県）* 

卵稚仔調査（水研、青森～宮崎（18）都府県）：ノルパックネット* 

自然死亡係数 

（M） 

年あたり M=0.4 を仮定（本間ほか 1987） 

漁獲努力量指数 北部太平洋まき網有効努力量（JAFIC、漁場別漁獲状況調査） 

*はコホート解析におけるチューニング指数である。各調査の概要は補足資料 4 を参照。 

 

2．生態 

（1）分布・回遊 

マサバ太平洋系群は、我が国太平洋南部沿岸から千島列島沖合に分布する（図 2-1）。資源

高水準期には、ロシア漁船の操業や調査船調査結果などから、幼魚、成魚とも東経 170 度を

超えて分布したと考えられている。1990～2000 年代の低水準の資源では、稚魚は黒潮続流

による移送によって東経 170 度付近まで分布するが（西田ほか 2001）、成魚は索餌回遊範囲

が縮小して、加入量水準の高い年級群以外は東経 150 度以東ではほとんど見られない。最近

は資源の増加に伴って成魚の索餌回遊範囲が北東へ拡大しており、2018 年以降の夏秋季の

成魚の分布は、調査船調査結果から千島列島東方沖の北緯 47 度、東経 166 度付近まで達し

ている。 

成魚は主に春季（3～6 月）に伊豆諸島海域などで産卵したのち北上し、夏～秋季には三

陸～北海道沖へ索餌回遊する（目黒ほか 2002、図 2-1）。稚魚は春季に本邦太平洋南岸から

黒潮続流域、黒潮－親潮移行域に広く分布し、黒潮続流域～移行域のものは夏季には千島列

島沖の亜寒帯域に北上し、秋冬季には未成魚となって北海道～三陸海域の沿岸あるいは沖

合を南下し、主に房総～常磐海域、一部は三陸海域で越冬する（川崎 1968、飯塚 1974、西

田ほか 2001、川端ほか 2006）。未成魚と成魚の一部は紀伊水道や豊後水道および瀬戸内海へ

回遊する。主産卵場である伊豆諸島海域には明らかに黒潮上流に由来する稚魚が出現する

こと（小泉 1992）、産卵場は本邦太平洋南岸から東北海域まで連続していること（黒田 1992）

などから、我が国太平洋側に分布するマサバは同一系群と考えられる。 



 

 

（2）年齢・成長 

マサバの成長は、加入量水準および海洋環境の影響を受けて変化することが知られてい

る（Watanabe and Yatsu 2004）。成長に雌雄差は見られない。寿命は、漁獲物の年齢構成から

みて 7・8 歳程度と推定され、最大 11 歳の記録がある（飯塚 2002）。近年の漁獲物における

6 歳以上の出現は少ない。2018 年漁期漁獲物の年齢別平均体長（尾叉長）、平均体重を、成

長の遅れが見られていなかった 2011～2014 年漁期のそれぞれの平均値と併せて図 2-2 に示

す。2018 年漁期の平均体重は、2011～2014 年漁期の平均値と比べて低く、図 2-2 に併せて

示した 1970 年代の資源高水準期と比較しても、特に 5 歳魚（極めて高い加入量である 2013

年級群）はかなり低い値を示している。これらの要因としては資源量の増加に伴う密度効果

が考えられるが、資源高水準期よりも低成長となっていることから、分布の沖合化に伴う経

験水温の低下、餌料環境の悪化等も低成長の要因として考えられるが明らかにはなってお

らず、資源量が急増しているマイワシ太平洋系群との餌の競合等の関係も含めて検討を進

めている。 

 

（3）成熟・産卵 

1 尾の雌は産卵期間に数回の産卵を行い、1 回の産卵数は 5 万～9 万粒である（加藤・渡

邊 2002）。年齢別成熟割合は成長の変化の影響を強く受けて変化することが知られている

（Watanabe and Yatsu 2006）。産卵場は伊豆諸島海域を中心に、紀南、室戸岬、足摺崎周辺な

ど本邦太平洋南岸沿岸各地に形成され、東北海域でも産卵がみられる。産卵期は 1～6 月で

ある。主産卵場である伊豆諸島海域における産卵盛期は 3・4 月であるが、2000 年代は産卵

期が遅い傾向にある若齢親魚の割合が高いために、5・6 月の産卵も相対的に高くなってい

た（渡邊 2010）。近年は産卵量の分布から、3・4 月が産卵盛期とみられる。年代別の年齢別

成熟割合は図 2-3の通り。2013年級群の成長が資源高水準期よりも遅くなっているために、

2015 年の 2 歳魚（2013 年級群）の成熟割合はかなり低くなっていると想定され、2014 年級

群以降の成長も 2013 年級群と同程度となっていることから、2015 年漁期以降の年齢別成熟

割合は資源量高水準期の値を用いた（図 2-3）。 

 

（4）被捕食関係 

仔魚期にはカイアシ類の卵とノープリウス、稚魚期には小型カイアシ類、夜光虫、尾虫類、

サルパなどの小型動物プランクトンを捕食する（加藤・渡邊 2002）。幼魚と成魚の食性は海

域や生活年周期により異なるが、魚類（カタクチイワシ、ハダカイワシ類など）、甲殻類（オ

キアミ類、カイアシ類など）、サルパ類が中心である。三陸海域ではツノナシオキアミ、カ

タクチイワシが主要な餌生物である。 

資源水準が高かった 1980 年代までは、ネズミザメ、ヨシキリザメ、シマガツオ、ビンナ

ガ、およびカツオなどの大型魚類（川崎 1965、長沢 1999）やミンククジラによる被食が見

られた（Kasamatsu and Tanaka 1992）。資源が低水準となった 1990 年代ではミンククジラに

よる被食は確認されなかったが（Tamura et al. 1998）、2000～2015 年の北西太平洋における

ヒゲクジラ類の餌生物調査によると、2012 年以降は胃内容物におけるカタクチイワシの出

現が減少する一方、さば類及びマイワシの出現が増加してきており、特にイワシクジラでは



 

主要餌が 2000 年代前半のカタクチイワシから 2000 年代後半にはさば類及びマイワシへと

切り替わり（Tamura et al. 2016）、2010 年以降もさば類が主要な餌の一つとなっている

（Konishi et al. 2016）。北西太平洋におけるさば類の分布量がヒゲクジラ類の捕食対象とな

るまで増加したと考えられる。 

 

3．漁業の状況 

（1）漁業の概要 

主要漁業は、まき網、定置網、たもすくいおよび棒受網である。大中型まき網は、主に常

磐～三陸北部海域で 9 月～翌年 2 月を中心にほぼ周年操業する。資源水準が高かった 1980

年代以前に主要漁場となっていた道東海域では、資源の減少した 1990～2000 年代は漁場が

ほとんど形成されなかったが、2012 年以降は漁場が形成されている。中型まき網は千葉県

以西の太平洋沿岸各地で周年操業する。定置網は、太平洋沿岸各地で行われ、三陸沿岸での

漁獲が多い。たもすくいおよび棒受網（火光利用さば漁業）は、伊豆諸島海域を主漁場とし、

1～6 月に越冬、産卵で集群する親魚群（2 歳以上）を主な対象とする。その他、各地で釣り

などでも漁獲される。 

 

（2）漁獲量の推移 

本評価は 7 月～翌年 6 月の漁期年単位で行い、漁獲量等は漁期年で集計した値、資源量

等は漁期年当初（7 月）の値を用いる。漁獲統計では、多くの場合、マサバはゴマサバと合

わせてさば類として計上されているため、本評価では標本港での両種の水揚げ比率や銘柄

組成、市場での抽出標本の混獲率等を集計し、マサバの漁獲量を推定した。 

本系群の我が国の漁獲は、1951 年に津軽・八戸沖漁場が釣りにより開発され、1954 年に

本格化した（宮沢 1994）。その後 1958 年に伊豆諸島海域の銭洲漁場などが開発され、1975

年には同海域でたもすくい漁業が開始された。1964 年にまき網漁業が参入したことによっ

て漁獲量は急激に増加し、1964 年漁期の 227 千トンから 1978 年漁期には 1,207 千トンに達

した（図 3-1、表 3-1）。1979 年漁期以降、漁獲量は減少し、1990、1991 年漁期は 30 千トン

程度まで落ち込んだ。1992～2003 年漁期は 47 千～398 千トンで変動が大きかったが、2004

～2008 年漁期は、2004 年漁期の高い加入量によって 176 千～245 千トンと比較的安定して

推移した。その後、2009～2012 年漁期は漁獲努力量の低下やゴマサバの混獲割合の上昇、

漁場形成の変化などによって 102 千～130 千トンとやや減少したが、2013 年漁期の高い加

入量によって 2014 年漁期は 282 千トンに増加し、2015～2017 年漁期は 330 千～332 千トン

で推移した。2018 年漁期はやや減少し 298 千トンであった。ロシアは 1966～1988 年にかけ

て本系群を漁獲し、1972～1979 年漁期のピーク時の漁獲量は 123 千～240 千トンであった

（図 3-1、表 3-1）。近年、中国およびロシアが北西太平洋公海域およびロシア 200 海里水域

内でさば類を漁獲しており、北太平洋漁業委員会（NPFC）に 2014 年以降の漁獲量の報告が

ある（水産庁水産政策審議会第 82 回資源管理分科会配付資料（2017 年 4 月）：

http://www.jfa.maff.go.jp/j/council/seisaku/kanri/attach/pdf/170406-8.pdf、および NPFC 資料：

https://www.npfc.int/summary-footprint-chub-mackerel-fisheries）。この漁獲量にはマサバとゴマ

サバが含まれているため、それぞれの比率は、北部太平洋まき網漁業のそれぞれの年の 7～

12 月の漁獲物のマサバとゴマサバの比率に等しいと仮定し、中国およびロシアのマサバの



 

漁獲量を推定した（図 3-1、表 3-1）。その結果、マサバの割合は 2014 年が 79%、2015 年が

91%、2016 年が 98%、2017 年が 99%、2018 年が 99.5%と推定された。また、NPFC への報

告は暦年集計であるが、漁船の動向から主漁期は 7 月～10 月と考えられるため（補足資料

5）、暦年の値をそのまま漁期年としても問題ないと判断した。 

漁獲物の年齢組成を図 3-2 に示す。資源量が極めて低い水準となった 1990～2004 年漁期

は未成魚（0～1 歳魚）が漁獲の主体であり、漁獲物に占める 2 歳以上の割合は低かったが、

加入量が高い 2004 年級群の漁獲加入後は 2 歳以上の割合も高くなっている（図 3-2、補足

資料 6）。3-（3）の通り、2004 年漁期以降、若齢魚への漁獲圧が低下して加入後の生残が良

くなっているためと考えられる。極めて高い加入量である 2013 年級群の漁獲加入により、

2014 年漁期以降は 2013 年級群が占める割合が高くなっている。 

 

（3）主要漁業の漁獲努力量 

主要漁業である北部太平洋まき網漁業（北部まき網）の有効努力量は、加入量の高い年級

群が主対象となると増加する特徴がみられ、1992 年漁期以降、1992、1996 年漁期の高い加

入量による増加とその後の減少を繰り返しつつ減少傾向となり、2004 年漁期の高い加入量

により再び増加したが、その後は減少傾向となった（図 3-3）。2003 年から開始された資源

回復計画に基づく操業管理により、2004 年級群加入時の漁獲圧の増加は一定程度、抑えら

れたと推定されている（Ichinokawa et al. 2015、市野川ほか 2016）。この操業管理は現在も継

続して実施されており、それにより 2000 年代後半も引き続き、1990 年代のような漁獲圧の

過度な増大が抑えられていると考えられる。さらに、2011 年 3 月の東日本大震災の影響に

よる常磐海域における操業自粛海域の設定や水揚港の受け入れ処理能力および関係産業の

需要量の低下、また、経営の改善などを目的とした船団構成への変更や、従来の安価でも大

量漁獲から良価で適量漁獲へという漁業者の意識の変化も、漁獲努力量の過度な増加の抑

制に貢献していると考えられる。東日本大震災の影響が緩和された 2012～2015 年漁期の有

効努力量はやや高い値を示したが、2016 年漁期以降は低い値を示している。 

 

4．資源状態 

（1）資源評価の方法 

1970～2018 年漁期の年齢別資源量を、7 月～翌年 6 月を漁期とし、Pope（1972）の近似式

を用いたチューニング VPA（コホート解析）により推定した（表 4-1、補足資料 1、2、3、

6）。自然死亡係数（M）は年当たり 0.4 とした（本間ほか 1987）。チューニング指数として

親魚量および加入量の変化を反映すると考えられる 4 系列の指標値を用い、最近年（2018

年）の漁獲係数（ターミナル F）を探索的に求めた（補足表 2-1）。 

 

（2）資源量指標値の推移 

太平洋側のサバ属産卵量は、1960 年代と 1970 年代中期にピークがみられ 1 千兆粒に達

し、1980 年代後半以降は低い水準で推移していたが、最近は親魚量の増加に伴い増加して

いる（図 4-1、卵稚仔データベース、Oozeki et al. 2007）。2005 年よりゴマサバと区別して推

定されるようになったマサバ産卵量は、2005 年の 39 兆粒から 2007 年には 322 兆粒と大き

く増加した。その後は増減を繰り返していたが、2017 年は 347 兆粒に増加し、2018 年は 583



 

兆粒、2019 年 1～6 月は 550 兆粒と、1970 年代に見られた水準にまで増加した。図 4-2 に示

す各種調査から得られる加入量の指標値は、2004、2007、2009、2013、2016、2018 年に高い

値がみられるなど加入量水準を反映しており、2018 年は多くの指標値で最も高い値を示し

た。図 4-3 に示す主要漁業である北部まき網の CPUE と資源量指数は、資源動向を反映し、

1992、1996 年漁期といった卓越年級群が発生した年とその翌年に高くなっていた。その後、

加入量が高い 2004 年級群が漁獲加入した 2005 年漁期以降、CPUE は高い水準を維持し、加

入量が極めて高い 2013 年級群が漁獲加入した 2013 年漁期以降はさらに増加傾向を示し、

2017 年漁期はかなり高い値となった。2018 年漁期の CPUE は減少したが、マイワシの資源

増加によりマイワシとの混獲の機会が増えたため、さば類 CPUE が低くなっている可能性

が高い。 

 

（3）資源量と漁獲圧の推移 

資源量は 1970～1979 年漁期は 3,000 千～5,000 千トン程度の高い水準にあったが、1979、

1980 年漁期の低い再生産成功率（RPS）による加入量の減少と高い漁獲圧によって 1980 年

漁期に 1,932 千トンに減少した（図 4-4、4-6、表 4-1、補足資料 6）。1981～1986 年漁期は

1,455 千～1,816 千トンとおおむね横ばいで推移したが、1987 年漁期以降、低い RPS による

加入量の減少と高い漁獲圧によってさらに減少し、1990 年漁期には 215 千トンとなった。

1992、1996 年漁期の高い加入量による資源量の増加と、高い漁獲圧による減少を繰り返し、

2001 年漁期に過去最低の 153 千トンに落ち込んだ。2004 年漁期以降は 2004 年漁期の高い

加入量と漁獲圧の低下により 2000 年代初めの最低水準を脱して増加し、2013 年漁期の極め

て高い加入量によってさらに増加し、2013 年漁期は 3,411 千トンとなった。その後、2018 年

漁期の極めて高い加入量によってさらに増加し、2018 年漁期は 5,595 千トンと推定され、

1970 年漁期以降で最も高い値となった。しかしながら、加入量の見積もりの不確実性が高

い傾向にある 0・1 歳魚が 2018 年漁期の資源量に占める割合が比較的高いことに留意する

必要がある（図 4-4）。 

親魚量は 1970～1980 年漁期は 657 千～1,401 千トンと高い水準であったが、1979～1980

年漁期の加入量の減少と高い漁獲圧によって 1981 年漁期に 737 千トン、1982 年漁期に 567

千トンに減少した（図 4-5、4-6、表 4-1、補足資料 6）。1985 年漁期までは 450 千トン以上で

推移したが、1986 年漁期以降、加入量の減少と高い漁獲圧によって減少し、1990 年漁期に

97 千トンまで落ち込んだ。その後、おおむね 100 千トン以下の著しく低い水準で推移し、

2002 年漁期には過去最低の 44 千トンとなった。2004 年漁期の高い加入量のため 2006 年漁

期に 296 千トンに増加し、その後は 2010 年漁期にかけて減少したものの、2013 年漁期の極

めて高い加入量により 2015 年漁期以降に急激に増加し、2018 年漁期は 1,185 千トンと推定

された。2013 年漁期以降は、ふ化仔魚の生残率を高める一因となる 4 歳以上の経産高齢親

魚（米田ほか 2013）の量も増加している（図 4-5）。 

親魚量が 450 千トン以上であった 1970～1985 年漁期では、RPS は比較的安定しており、

加入量は年変動があるもののほぼ 30 億尾以上の高い水準であった（図 4-5、4-6、表 4-1）。

親魚量が 450 千トンを下回った 1986～2014 年漁期では、RPS が著しく低い年（1987～1989、

1998、2006 年漁期）が見られる一方で、著しく高い年（1992、1996、2004、2013 年漁期）

も見られるなど、年々の変動幅が大きく、かつ親魚量が少ないために加入量の水準が大きく



 

低下していた。このような低水準の加入を避け、再生産に好適な環境の年により良好な加入

が得られるように、親魚量を十分増大させることが資源回復を図る上で重要である。 

自然死亡係数 M に対する感度解析として、本評価での設定値（0.4）に対して 0.3 と 0.5 に

して直近（2018）年漁期の資源量、親魚量、加入量を推定した（図 4-7）。資源量はそれぞれ

81%および 128%、親魚量は 93%および 110％、加入量は 72%および 143%となり、M の値が

大きくなると、いずれの値も大きくなった。 

全年齢平均 F（年齢別 F の単純平均）は 0.16～1.34 の範囲で大きく変化していたが、2011

年漁期以降は低い値を示している（図 4-8、補足資料 6）。若齢魚（0～2 歳魚）の F は 1992、

1996 年級群が漁獲主対象となった年に特に高かったが、2010 年漁期以降は低くなっている。 

漁獲割合は 1986、1988 および 1989 年漁期に 40%以上と高く、資源量を大きく減少させ

た（図 4-9、表 4-1、補足資料 6）。その後、1993 年漁期に 56%と極めて高くなり、2001 年漁

期までは 33～51%の高い水準で推移し、2001 年漁期の過去最低の資源量をもたらした。2002

～2010 年漁期までは 19～36%と比較的低い水準で推移し、2011 年 3 月の震災の影響の見ら

れた 2011 年漁期以降は 6～13%と低い水準で推移している。 

 

項目 値 備考 

SB2018 1,185 千トン 2018 年漁期の親魚量 

F2018 （0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳, 4 歳, 5 歳, 6 歳以上）=（0.01, 0.02, 0.05, 0.44, 1.17, 1.07, 

1.07） 

U2018 9% 2018 年漁期の漁獲割合 

 

（4）加入量当たり漁獲量（YPR）、加入量当たり親魚量（SPR）および現状の漁獲圧 

選択率の影響を考慮して漁獲圧を比較するため、各年の F 値を%SPR（年ごとに漁獲が無

かったと仮定した場合の SPR に対する、漁獲があった場合の SPR の割合）に換算した値を

図 4-10 に示す。%SPR は漁獲圧が低いほど大きい値をとる。%SPR の値は 1993～1997 年漁

期に極めて小さな値を示し、この期間に未成魚への漁獲圧が高かった様子が見てとれる。

2011 年漁期以降は 40%前後の比較的高い値で推移しており、未成魚への漁獲圧は高くない

と判断される。 

現状の漁獲圧に対する YPR と%SPR の関係を図 4-11 に示す。このとき、F の選択率とし

ては、平成 31 年 4 月に開催された「管理基準値等に関する研究機関会議」にて MSY を実

現する F（Fmsy）の推定に用いた値を用いた。Fmsy は%SPR に換算すると 54%に相当する。

現状の漁獲圧（F2016-2018）は Fmsy を上回るが、F30%SPR を下回る。 

 

項目 値 備考 

%SPR（F2018） 38%  2018 年漁期の%SPR 

%SPR（F2016-2018） 38%  現状（2016～2018 年漁期）の漁獲圧に対応する%SPR 

 

（5）再生産関係 



 

親魚量（重量）と加入量（尾数）の関係（再生産関係）を図 4-12 に示す。上述の「管理

基準値等に関する研究機関会議」により、本系群の再生産関係式にはホッケー・スティック

型再生産関係が適用されている（西嶋ほか 2019）。再生産関係式のパラメータ推定に使用

するデータは、平成 30（2018）年度の資源評価に基づく親魚量・加入量とし、最適化方法に

は最小二乗法を用いている。加入量の残差の自己相関を考慮している。再生産関係式の各パ

ラメータを下表に示す。 

 

再生産関係式 最適化法 自己相関 a b S.D. ρ 

ホッケー・スティック型 最小二乗

法 

有 0.00758 1,056,000 0.837 0.375 

ここで、a は HS の折れ点までの再生産曲線の傾き（尾/g）、b は HS の折れ点となる親魚量

（トン）である。 

 

（6）現在の環境下において MSY を実現する水準 

現在（1970年漁期以降）の環境下において最大持続生産量MSYを実現する親魚量（SBmsy）、

および MSY を実現する漁獲圧（Fmsy）として、上述の「管理基準値等に関する研究機関会

議」で推定された値（西嶋ほか 2019）を下表に示す。 

 

項目 値 備考 

SBmsy 1,545 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Fmsy （0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳, 4 歳, 5 歳, 6 歳以上） 

=（0.02, 0.05, 0.10, 0.18, 0.19, 0.35, 0.35） 

%SPR（Fmsy） 54% Fmsy に対応する%SPR 

MSY 372 千トン 最大持続生産量 MSY 

 

（7）資源の水準・動向および漁獲圧の水準 

MSYを実現する親魚量と漁獲圧を基準にした神戸プロットを図 4-13および補足資料 7に

示す。漁獲圧の比（F/Fmsy）は、各年の F の選択率の下で Fmsy の漁獲圧を与える F を%SPR

換算して求めた値と、各年の F 値との比である。本系群における漁獲圧は、すべての期間に

おいて MSY を実現する漁獲圧を上回っていたと判断される。2018 年漁期の漁獲圧は MSY

を実現する漁獲圧の 2.48 倍である。また、親魚量もすべての期間において MSY を実現する

親魚量を下回っていたと判断される。2018 年漁期の親魚量は MSY を実現する親魚量の 0.77

倍である。親魚量の動向は、近年 5 年間（2014～2018 年漁期）の推移から増加と判断され

る。 

項目 値 備考 

SB2018/ SBmsy 0.77 
最大持続生産量を実現する親魚量に対する 2018 年漁

期の親魚量の比 

F2018/ Fmsy 2.48 最大持続生産量を実現する漁獲圧に対する 2018 年漁



 

期の漁獲圧の比* 

*2018 年漁期の選択率の下で Fmsy の漁獲圧を与える F を%SPR 換算して算出し求めた比率 

 

親魚量の水準 MSY を実現する水準を下回る 

漁獲圧の水準 MSY を実現する水準を上回る 

親魚量の動向 増加 

 

5．資源評価のまとめ 

本系群の資源量は、1970年代は 3,000千トン以上の高い水準にあったが、1980年代に 2,000

千トン以下に、1990 年代に 1,000 千トン以下にさらに減少し、2001 年漁期には 153 千トン

まで落ち込んだ。2004 年漁期の高い加入量によって資源量は 700 千トンを超え、その後も

比較的高い加入量と漁獲圧の低下によって、2000 年代初めの最低水準を脱して増加し、2013

年漁期の極めて高い加入量によって、2013 年漁期は 3,411 千トンとなった。その後、2018 年

漁期の極めて高い加入量によってさらに増加し、2018 年漁期は 5,595 千トンと推定された。

親魚量は、2000 年代初めまでの 100 千トンを下回る最低水準を脱して、2013 年漁期の極め

て高い加入量により 2015 年漁期以降に急激に増加し、2018 年漁期は 1,185 千トンと推定さ

れた。 

 1970 年漁期以降、すべての期間において親魚量は MSY を実現する水準を下回ってい

る。また漁獲圧は近年、低下傾向にあるものの、1970 年漁期以降すべての期間において

MSY を実現する水準（Fmsy）を上回っている。親魚量の動向は近年 5 年間（2014～2018

年漁期）の推移から「増加」と判断される。 

 

6．その他 

北太平洋漁業委員会（NPFC）に中国およびロシアから北西太平洋公海域およびロシア 200

海里水域におけるさば類漁獲量が報告されたことをうけて、これらの漁獲量を考慮した資

源評価を行ったが、中国およびロシアの漁獲物の内容について十分な情報が得られていな

いため、様々な仮定を置いた上での資源評価となっている。資源評価の精度向上のために、

漁獲量の値のみならず年齢組成等の情報が必要であり、これらについても報告されるよう

に働きかける必要がある。 

一方、北西太平洋における外国漁船による漁獲努力量を調査することを目的に、平成 26

年度から人工衛星夜間可視データを用いて外国漁船の動向を把握する取り組みを開始した

（補足資料 5）。この人工衛星夜間可視データ等から IUU を含めた外国漁船の漁獲量を推定

する報告もあるが（Oozeki et al. 2018）、資源計算に取り入れるには精度の高い漁獲量の値が

必要であるため、現時点では IUU の漁獲量は考慮していない。引き続きこれらの漁獲量の

情報収集に取り組む必要がある。 

Kawai et al.（2002）は、1970 年代の高水準期には未成魚への漁獲圧は低く、同じような漁

獲をしていれば 1990 年代に資源は回復したと論じた。平成 17 年度までの本報告書におい

て、1993 年以降、若齢魚（0、1 歳魚）の F が顕著に高くなったため（図 4-8）、未成魚段階

での多獲は不合理であることを指摘し、生物学的にみた本系群の最適な漁獲開始年齢を検



 

討し、全個体が成熟を開始する 3.5 歳が最適であるとの結論を得ている。渡邊ほか（2012）

は、本系群の資源動態モデルを構築して漁期・漁場別の漁獲方策による資源管理効果を検討

し、越冬場周辺における若齢魚の漁獲規制の効果が高いことを指摘している。近年は若齢魚

への F が低くなっている（図 4-8）。資源の持続的利用のために、引き続き若齢魚に対する F

の低減が望ましい。 

最近の複数の研究によって、加入量の多寡は主に卵～稚仔魚期の生残率によって決まる

ことがわかってきており、産卵親魚の状態（産卵経験、栄養状態、産卵前経験水温）による

卵質の違いによる生残率の違い（米田ほか 2010、2013）や、稚仔魚期の経験環境による成

長率の違いとそれによる生残率の違い（高橋ほか 2010、米田ほか 2013）が大きく影響して

いると考えられている。北上期幼魚の成長率と加入量とに高い相関がみられ、加入量の多い

年は産卵盛期である 4 月ふ化個体の割合が高く、少ない年は低いという特性が見られ、主に

4 月ふ化個体の生残率によって加入量が決定すると考えられる（Kamimura et al. 2015）。4 月

の産卵は後述のように 5～6 月に比べて親魚の組成や経験水温からみて良質卵となり、摂餌

開始期がブルーミング時期と一致するなど仔稚魚の生残に有利であるが、その一方で、初期

生残率に大きく影響するふ化後の経験環境の年変化は大きく、経験水温が産卵場水温と同

様の 18℃程度では成長率が低くなって変態が遅れ生残率は低くなり、速やかに黒潮付近の

20℃程度の水温で移送されると成長率が高くなり、加入量も高くとなることが示唆されて

いる（高橋ほか 2010、Takahashi et al. 2012、米田ほか 2013）。今後、このような環境と生物

の特性とそれらの関係の統合的な解析によって、精度の高い加入量の見積もりが可能とな

ることが期待される。 

また、産卵経験のある（複数回目の産卵期の）親魚（経産魚）の産む卵の方が、初回産卵

（初めての産卵期）のものよりも卵質が良く、ふ化仔魚の生残率が高いことが飼育実験の結

果などからわかってきた（米田ほか 2013）。加えて、高齢経産魚の方が産卵場への南下回遊

が早く（渡邊 2010）、産卵期には成熟（産卵準備）が早く進み、早期（3～4 月）に産卵する

傾向が強い。4 月は高水準期の本系群が集中的に産卵する時期であり（渡邊 2010）、人為的

影響の無い状態での系群本来の産卵盛期と言え、餌生物が多くなるブルーミング時期と一

致し、カツオなどの暖水性捕食者の来遊もまだ少ない時期であることから稚仔魚の生育に

適していると考えられる。高齢経産魚による好適期の良質の産卵は、年々の加入の環境変化

への耐性を高める効果を持つと考えられ、加入量の増加と一定水準以上の維持を図るため

には、この産卵を増加、維持させることが重要である。そのためには親魚の年齢（未産・経

産魚）構成を考慮した資源評価、管理を行い、産卵経験のある高齢親魚量を確保する必要が

ある。 
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図 2-1. 分布・回遊図 

 

図 2-2. 年齢と成長（漁獲物の平均値）         

 

図 2-3. 年齢と成熟割合 



 

 

図 3-1. 漁業種類別漁獲量の推移 *火光利用サバ漁業：たもすくい、棒受網。 

2014 年漁期以降の中国およびロシアの漁獲量は推定値。 

 

 
図 3-2. 年齢別漁獲尾数 

 

 
 

図 3-3. 北部まき網漁業のさば類に対する有効努力量（JAFIC 資料。補足資料 4） 

 

 



 

 
 

図 4-1. 本邦太平洋側におけるサバ属の産卵量 2005 年以降はマサバを分けて示した。

2019 年は 1～6 月までの値。 

 
 

図 4-2. 各種調査（補足資料 4）による加入量の指標値の推移（指標値の最大値を 100、最

小値を 0 とした場合の相対値） 

 

図 4-3. 北部太平洋まき網漁業のさば類 CPUE と資源量指数の推移（JAFIC 資料。補足資

料 4） 



 

 

図 4-4. 資源量の推移 資源量の棒グラフは 0・1 歳魚と 2 歳以上に分けて図示。 

 

図 4-5. 親魚量の推移 親魚量の棒グラフは 3 歳以下と 4 歳以上に分けて図示。 

 

図 4-6. 加入量と再生産成功率（RPS）の推移 



 

 

図 4-7. 自然死亡係数（M）の違いによる 2018 年漁期の資源量、親魚量および加入量 

 

図 4-8. 年齢別漁獲係数 F の推移 

 

図 4-9. 漁獲割合の推移 



 

 
図 4-10. 各漁期年における％SPR 値の経年推移 %SPR は漁獲がないときの親魚量に対す

る漁獲があるときの親魚量の割合を示し、F が高い（低い）と%SPR は小さく（大

きく）なる。 

 
図 4-11. 漁獲係数 F と%SPR、YPR の関係 



 

 

図 4-12. 親魚量と加入量の関係（再生産関係） 青線は平成 31 年 4 月に開催された「管理

基準値等に関する研究機関会議」（西嶋ほか 2019）で適用された再生産関係式。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13. 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy）と漁獲圧（Fmsy）に対する、過

去の親魚量および漁獲圧の関係（神戸プロット） 漁獲圧と親魚量の値は 3 年移

動平均値。2015 は 2013～2015 年漁期の平均値を示す。 

  



 

表 3-1. 漁業種類・海区別漁獲量（トン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2014 年漁期以降のロシアおよび中国の漁獲量は推定値。 

*火光利用サバ漁業：たもすくい、棒受網  

漁期年 南区

7月～

翌年6月

ロシア 中国 北区
まき網

定置網
等

火光利用
サバ漁業*

中区
まき網

全漁業

1970 865,471 833,471 32,000 - 733,494 25,319 52,415 4,072 18,171

1971 855,109 793,109 62,000 - 715,905 14,115 31,986 7,253 23,849

1972 845,177 722,572 122,604 - 626,753 12,463 47,507 7,414 28,435

1973 821,531 638,536 182,996 - 527,106 20,188 49,180 7,308 34,753

1974 889,406 649,406 240,000 - 529,706 24,345 47,244 4,535 43,577

1975 896,611 722,805 173,806 - 540,113 46,915 89,945 6,370 39,461

1976 715,078 570,435 144,643 - 345,519 29,261 154,132 5,468 36,055

1977 1,070,984 912,950 158,034 - 722,035 15,933 133,046 9,250 32,686

1978 1,427,837 1,207,487 220,350 - 974,295 17,734 177,393 3,942 34,123

1979 1,275,041 1,104,013 171,028 - 911,006 23,234 130,929 4,347 34,497

1980 637,015 589,399 47,616 - 454,159 15,900 73,075 3,342 42,924

1981 398,394 356,046 42,348 - 298,344 11,811 9,855 4,036 32,001

1982 347,229 317,275 29,954 - 254,320 10,854 35,196 6,325 10,580

1983 378,130 364,628 13,502 - 338,760 8,299 915 6,147 10,506

1984 542,636 513,119 29,517 - 479,173 13,738 4,723 5,473 10,011

1985 422,432 419,724 2,708 - 384,355 5,959 14,196 11,457 3,758

1986 626,925 585,023 41,902 - 540,716 6,263 16,253 12,343 9,448

1987 326,549 305,635 20,914 - 259,765 5,214 21,442 7,658 11,555

1988 258,616 250,914 7,703 - 223,576 5,053 7,095 9,851 5,338

1989 125,291 125,291 - - 101,051 1,747 8,420 7,610 6,463

1990 27,767 27,767 - - 7,886 3,615 2,088 6,784 7,395

1991 26,385 26,385 - - 5,321 1,958 4,924 5,129 9,052

1992 81,493 81,493 - - 46,727 20,165 2,505 4,766 7,329

1993 397,959 397,959 - - 348,663 27,732 1,596 15,202 4,766

1994 117,336 117,336 - - 76,263 23,039 1,757 12,011 4,267

1995 140,569 140,569 - - 104,151 25,503 1,591 4,862 4,461

1996 269,122 269,122 - - 217,419 35,861 43 3,655 12,145

1997 318,407 318,407 - - 275,169 27,874 1,661 9,579 4,124

1998 114,796 114,796 - - 99,789 10,079 436 3,052 1,440

1999 76,512 76,512 - - 51,193 18,581 43 3,515 3,181

2000 91,192 91,192 - - 72,102 15,236 0 2,275 1,579

2001 52,896 52,896 - - 40,432 8,616 0 1,390 2,458

2002 46,745 46,745 - - 35,753 8,492 44 1,476 979

2003 75,559 75,559 - - 48,429 21,822 84 920 4,304

2004 181,144 181,144 - - 143,135 29,665 189 6,257 1,898

2005 226,256 226,256 - - 193,026 27,596 388 1,769 3,477

2006 245,091 245,091 - - 202,515 35,291 2,950 2,492 1,842
2007 188,373 188,373 - - 151,563 31,996 721 1,690 2,402
2008 176,360 176,360 - - 144,864 25,159 1,065 2,701 2,571

2009 130,228 130,228 - - 106,561 12,442 939 5,792 4,494

2010 127,877 127,877 - - 103,747 14,642 2,540 4,127 2,821

2011 102,020 102,020 - - 78,163 5,369 2,772 13,048 2,668

2012 125,645 125,645 - - 102,865 7,611 2,105 9,020 4,044

2013 220,671 220,671 - - 191,576 7,730 2,766 16,018 2,581

2014 301,802 282,318 36 19,449 233,560 23,936 2,939 17,620 4,263

2015 452,584 329,777 423 122,384 289,416 15,689 4,506 17,294 2,872

2016 479,957 330,043 9,101 140,812 262,463 39,720 1,605 18,122 8,133

2017 539,260 332,271 53,135 153,854 240,934 37,916 2,910 26,739 23,771

2018 526,573 298,331 98,373 129,868 165,279 54,697 3,797 37,417 37,141

太平洋北・中区

合計
日本
合計



 

1970 865 2,938 657 9,998 29 15.2

1971 855 3,737 807 14,084 23 17.5

1972 845 4,454 741 8,345 19 11.3

1973 822 4,171 981 6,958 20 7.1

1974 889 3,917 1,296 7,462 23 5.8

1975 897 3,391 1,164 10,095 26 8.7

1976 715 3,803 1,188 14,344 19 12.1

1977 1,071 4,699 1,341 10,460 23 7.8

1978 1,428 4,826 1,401 7,283 30 5.2

1979 1,275 3,276 1,337 3,291 39 2.5

1980 637 1,932 1,079 3,302 33 3.1

1981 398 1,810 737 3,725 22 5.1

1982 347 1,706 567 3,084 20 5.4

1983 378 1,464 514 3,397 26 6.6

1984 543 1,816 595 3,805 30 6.4

1985 422 1,713 496 5,410 25 10.9

1986 627 1,455 371 1,962 43 5.3

1987 327 909 343 630 36 1.8

1988 259 558 314 263 46 0.8

1989 125 295 175 199 42 1.1

1990 28 215 97 342 13 3.5

1991 26 320 74 965 8 13.0

1992 81 665 87 2,581 12 29.5

1993 398 705 114 565 56 4.9

1994 117 332 105 536 35 5.1

1995 141 350 94 1,126 40 12.0

1996 269 705 57 4,321 38 75.4

1997 318 628 54 489 51 9.1

1998 115 288 98 176 40 1.8

1999 77 235 96 504 33 5.3

2000 91 225 64 514 41 8.1

2001 53 153 63 276 35 4.4

2002 47 228 44 1,071 20 24.5

2003 76 252 60 545 30 9.0

2004 181 763 132 4,001 24 30.2

2005 226 849 89 666 27 7.5

2006 245 752 296 418 33 1.4

2007 188 579 241 1,636 33 6.8

2008 176 490 151 566 36 3.8

2009 130 538 132 1,769 24 13.4

2010 128 689 117 1,266 19 10.9

2011 102 868 212 1,161 12 5.5

2012 126 1,185 312 3,097 11 9.9

2013 221 3,411 367 18,632 6 50.8

2014 302 3,738 499 5,992 8 12.0

2015 453 3,476 715 5,211 13 7.3

2016 480 3,807 1,323 12,958 13 9.8

2017 539 4,327 1,238 8,927 12 7.2

2018 527 5,595 1,185 29,212 9 24.6

漁期年
漁獲量 資源量 親魚量 加入量 再生産成功率

（千トン） （千トン） （千トン） （百万尾） （％） （尾／kg）

漁獲割合

表 4-1. コホート計算結果 

  



 

補足資料 1 資源評価の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※点線枠内は資源管理方針に関する検討会における管理基準値や漁獲管理規則等の議論を

ふまえて作成される。（http://www.jfa.maff.go.jp/j/press/sigen/190612.html） 

2018年漁期までの年齢別・漁期年別資源尾数、年齢別・漁期年別漁獲係数 

資源計算方法（コホート解析）については補足資料 2、3 

資源調査は補足資料 4 

自然死亡係数は 0.4 を仮定 

2019年漁期への前進計算 

 
2019年漁期の新規加入量の仮定 

2つの加入量指標値およびホッケー・スティ

ック型再生産関係（平成30年度資源評価の

1970～2017年の加入量・親魚量に基づく）と

2019年親魚量から算出（補足資料9） 

2020年漁期以降の年齢別・ 

漁期年別資源尾数・親魚量 

2019年漁期の1歳魚以上 

の年齢別資源尾数 

2020年漁期以降の新規加入量の仮定 

ホッケー・スティック型再生産関係（平

成30年度資源評価の1970～2017年の加

入量・親魚量に基づく）と将来予測にお

ける年々の親魚量から算出 

中期的な将来予測 

2020 年漁期への前進計算、2019 年漁期の F は F2016-2018 を仮定 

2018年漁期までの年齢別・漁期年別漁獲尾数、 

および各種調査による資源量指数 

2020 年漁期 ABC 

2020 年漁期の親魚量予測値から漁獲

管理規則で算出される許容漁獲量 

2020 年漁期 

以降への 

前進計算 
漁獲管理規則に基づく漁獲量算出 

漁獲管理規則は、限界管理基準値、禁漁水準、

安全係数βにより決定 



 

補足資料 2 資源計算方法 

Pope（1972）の近似式を用いたコホート解析により年齢別資源尾数・重量、漁獲係数、漁

獲量を推定した（補足資料 6）。7 月～翌年 6 月の漁期年単位とし、親魚は 6 月に産卵、子は

7 月に漁獲加入し、漁期の中央（12 月）に漁獲されると仮定した。自然死亡係数（M）は本

間ほか（1987）に基づき 0.4／年とした。年齢別漁獲尾数は、宮崎県～北海道太平洋側にお

ける主要漁業および外国による漁獲物について求めた。2014 年以降の中国およびロシアの

漁獲物の年齢組成は、中国およびロシア漁船が操業している海域に最も近い海域で操業し

ている、太平洋北部まき網の 7～12 月の漁獲物の年齢組成と同じと仮定した。6 歳以上はま

とめて 6+歳（プラスグループ）とした。プラスグループの計算については平松（1999）の

方法を用いた。 

年齢別年別資源尾数を（1～3）式により計算した。 

𝑁𝑎,𝑦 =  𝑁𝑎+1,𝑦+1 exp(𝑀) + 𝐶𝑎,𝑦exp (
𝑀

2
) ※a ≤ 4 の場合 (1) 

𝑁5,𝑦 =
𝐶5,𝑦

𝐶5,𝑦 + 𝐶6+,𝑦
𝑁6+ exp(𝑀) + 𝐶5,𝑦exp (

𝑀

2
) 

 

(2) 

𝑁6+,𝑦 =
𝐶6+,𝑦

𝐶5,𝑦 + 𝐶6+,𝑦
𝑁6+ exp(𝑀) + 𝐶6+,𝑦exp (

𝑀

2
) 

 

(3) 

ここで Na,yは y 年における a 歳魚の資源尾数、Ca,yは y 年 a 歳魚の漁獲尾数である。最近

年（2018 年）の年齢別資源尾数は最近年の漁獲係数 Fa,2018（ターミナル F）を用いて（4）式

より計算した。 

𝑁𝑎,2018 =  
𝐶𝑎,2018 exp (

𝑀
2 )

1 − exp (−𝐹𝑎,2018)
  (4) 

ターミナル F 以外の漁獲係数 F は（5）式によった。 

𝐹𝑎,𝑦 = − ln {1 −
𝐶𝑎,𝑦

𝑁𝑎,𝑦
exp (

𝑀

2
)}   (5) 

Fa,yは y 年における a 歳魚の漁獲係数である。プラスグループの F は全ての年で最高齢-1

歳の F と等しいとした（平松 1999、（6）式）。 

𝐹6+,𝑦 = 𝐹5,𝑦   (6) 

最近年の 0～5 歳の F（F0,2018～F5,2018）をチューニングによって探索的に求めた。チューニ

ングには、加入量および親魚量を反映すると考える 4 系列の指標値（補足表 2-1）を用いた。

なお、チューニング指数として用いる産卵量は海区Ⅳ（薩南）を含むため、図 4-1 に示した

産卵量とは若干、値が異なっている。ターミナル F の推定値を安定化させるために、リッジ



 

VPA（Okamura et al. 2017）をコホート解析に適用した。これは（7）式で表されるように負

の対数尤度にペナルティ項を加えた関数を最小化することでターミナル F を求める手法で

ある。 

最小     (1 − 𝜆) ∑ ∑ [
ln(2𝜋𝜎𝑘

2)

2
+ 

{ln(𝐼𝑘,𝑦) − ln(𝑞𝑘𝑋𝑘,𝑦
𝑏𝑘 )}

2

2𝜎𝑘
2 ]

𝑦

4

𝑘=1

+ 𝜆 ∑ 𝐹𝑎,2018
2

5

𝑎=0

 (7) 

λ はリッジ回帰におけるペナルティの大きさを表し、0 から 1 の間の値をとる。σk
2は指標

k の分散を、Ik, yは指標 k の y 年の値をそれぞれ表す。qkは指標 k の比例定数であり、Xk,yは

コホート解析から計算される y 年における指標 k の対象（加入量、親魚量）の値であり、bk

は指標値と VPA の推定値の関係における非線形性を表す係数である。加入量の指標である、

北西太平洋北上期浮魚類資源調査の中層トロール 0 歳魚標準化 CPUE（以下、北上期標準化

CPUE）（k=1）と北西太平洋秋季浮魚類資源調査の中層トロール 0 歳魚標準化 CPUE（秋季

標準化 CPUE）（k=2）については、非線形性（bk≠1）と観察誤差が等しいこと（σ1
2 = σ2

2）を

仮定し、qkおよびσk
2はそれぞれ以下の（8～9）式で推定した。 

𝑞𝑘 = exp {
1

𝑛𝑘
∑ ln (

𝐼𝑘,𝑦

𝑋𝑦
𝑏𝑘

)
𝑦

} 

 

(8) 

𝜎1
2 = 𝜎2

2 =  
1

∑ 𝑛𝑘
2
𝑘=1

∑ ∑ {ln(𝐼𝑘,𝑦) − ln(𝑞𝑘𝑋𝑘,𝑦
𝑏𝑘 )}

2

𝑦

2

𝑘=1
 (9) 

ここで、nkは指標kでチューニングに使用した年数を表す。たもすくい標準化CPUE（k=3）

と産卵量（k=4）については、親魚量とおおよそ比例関係を示したため、bk = 1 に固定し、qk

は式（8）で、σk
2は以下の式で推定した： 

𝜎𝑘
2 =  

1

𝑛𝑘
∑ {ln(𝐼𝑘,𝑦) − ln(𝑞𝑘𝑋𝑘,𝑦

𝑏𝑘 )}
2

𝑦
 k = 3, 4 (10) 

北上期標準化 CPUE および秋季標準化 CPUE における非線形性を表す係数 bk (k=1,2) を

昨年度の資源評価 （由上ほか 2019）と同様の手法を用いて推定すると、2018 年漁期の加

入量の推定値が 709.2 億尾となり、過去の加入量の最大値よりも 3 倍以上大きくなり、その

妥当性が疑われた（補足図 2-1）。そこで本年度資源評価では、bkの値はパラメータ推定せず

に、b1 = b2を仮定し、bkの値を 0.1 刻みで動かし、8 年間の親魚量のレトロスペクティブバ

イアス（Mohn’s ρ、Mohn 1999）が最小となる値を探索する手法を検討した。この際、λ を

0.01 刻みに動かし、λ と bkを同時に探索した。その結果、λ = 0.44、b1 = b2 = 1.8 が選択され、

2018 年漁期の加入量は 292.1 億尾と推定された（補足図 2-1）。両手法の比較のため、bk の

値を推定値で固定してノンパラメトリック・ブートストラップを行った場合、昨年度の手法

では 2018 年の加入量の推定値の変動係数は 0.51、ブートストラップ中央値は 805.9 億尾と

なり、過大評価の傾向が見られた（補足図 2-1）。一方、今年度検討した手法では、2018 年

漁期の加入量の変動係数は 0.43、ブートストラップ中央値は 294.1 億尾となり（点推定値



 

292.1 億尾、+0.7%のバイアス）、昨年度の手法よりも不確実性とバイアスが減少したため、

今年度は bkをレトロスペクティブバイアスで選択する手法を採用した（補足図 2-1）。 
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補足図 2-1. 2009 年以降の加入量の推定値（赤：平成 30年度資源評価手法を更新した場合、

青：今年度資源評価） 影は 80%信頼区間を、点線はブートストラップ中央値

を表す。  



 

指標値 　① ①' 　② ②' 　③ ③' 　④

対象 N0 N0 SSB SSB

2002 3.0 6.2

2003 31.7 18.7 5.5 8.7

2004 172.9 210.3 4.5 6.9

2005 20.8 20.0 23.6 17.7 3.3 3.5

2006 0.3 0.5 0.8 2.2 25.5 34.6

2007 296.3 131.7 10.0 6.9 86.6 95.9 334.9

2008 53.3 26.4 9.7 7.9 45.5 34.7 81.7

2009 43.5 22.7 60.7 46.1 56.5 41.5 75.0

2010 26.3 21.0 16.9 17.2 54.5 50.4 164.3

2011 5.4 3.4 4.5 3.2 116.2 99.0 145.5

2012 58.6 37.6 18.2 19.9 120.5 86.6 271.7

2013 2073.9 1614.7 1419.4 1409.4 131.9 116.2 264.3

2014 20.1 16.4 95.1 69.0 110.9 144.9 152.4

2015 49.0 182.0 169.0 183.1 120.3 162.1 145.7

2016 889.4 1097.3 1339.5 1261.4 172.5 238.4 102.8

2017 736.6 639.6 645.0 385.1 81.5 143.2 370.9

2018 3259.9 2931.5 6237.1 5402.3 142.9 211.6 601.6

2019 92.6 115.0 261.0 261.1 142.4 152.2 745.7

q 4.07E-05 3.27E-05 0.19 0.49

b 1.80* 1.80* 1.00** 1.00**

σ 1.05 1.05 0.68 0.71

補足表 2-1. チューニングに用いた指標値とパラメータ推定値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 北西太平洋北上期浮魚類資源調査による中層トロール 0 歳魚 CPUE（尾／網／60 分） 

② 北西太平洋秋季浮魚類資源調査による中層トロール 0 歳魚 CPUE（尾／網／60 分） 

③ 伊豆諸島海域たもすくい漁業 CPUE（kg／人／時） 

④ 海区Ⅰ～Ⅳ（太平洋全域）の産卵量（兆粒） 

①②③は標準化（補足資料 3）を行い、標準化後の値（①’②’③’）をチューニング指数

に用いた。 

* b = 1.8 に固定 

** b = 1 に固定  



 

補足資料 3 CPUE標準化の手法 

北西太平洋北上期浮魚類資源調査による 中層トロール0 歳魚CPUE（以下、北上期CPUE）、

北西太平洋秋季浮魚類調査による中層トロール 0 歳魚 CPUE（以下、秋季 CPUE）、伊豆

諸島海域たもすくい漁業 CPUE（以下、たもすくい CPUE）の 3 つの資源量指標値の標準化

を行った。最初の 2 つは加入量の指標値であり、たもすくい CPUE は親魚量の指標値であ

る。なお、チューニングにはこれらの指標値のほかに産卵量も用いているが、産卵調査は決

められたデザインに基づいて実施されており、環境要因や地理的要因によって採集効率が

変化することは考えにくい。そのため、産卵量の標準化は行わなかった。以下では、（1）北

上期 CPUE および秋季 CPUE の標準化、（2）たもすくい CPUE の標準化の 2 つに分けて説

明する。 

 

（1）北上期 CPUE および秋季 CPUE の標準化 

北太平洋北上期浮魚類資源調査と北太平洋秋季浮魚類資源調査における中層トロール 0

歳魚 CPUE（尾／時）のデータを用いた CPUE の標準化を行った。両調査はともに 2001 年

から開始されているが、解析にはおおよその調査範囲が一致している 2002～2019 年（北上

期 CPUE）および 2005～2019 年（秋季 CPUE）の期間を使用した。また、北上期 CPUE に

ついては、解析対象の期間を通じて有漁データのない西経 175 度以東，北緯 32.5 度以南、

北緯 45 度以北のデータを以降の解析から除いた．秋季 CPUE についても同様に、解析対象

期間において有漁データのない東経 175 度以東、北緯 35.0 度以南、北緯 50.0 度以北のデー

タを解析から除外した。 

このデータにおける CPUE は 0 以上の連続値であるため delta-GLM（Lo et al. 1992）を適

用した。これは、有漁となる確率を予測するモデルと、有漁となる場合の CPUE を予測する

モデルの 2 つを別々に解析する手法である。前者のモデルの誤差分布には二項分布を使用

し（logit リンク）、後者にはガンマ分布（log リンク）を用いた。 

CPUE を予測する説明変数として、北上期 CPUE では、年（カテゴリカル変数）・海区（カ

テゴリカル変数）・年と海区の交互作用・調査時の表面海水温（連続変数）・表面水温の 2 乗

項・調査時の水深 50m の水温・水深 50m の水温の二乗項・表面水温と水深 50m の水温の交

互作用を使用した。秋季 CPUE では、年（カテゴリカル変数）・海区（カテゴリカル変数）・

年と海区の交互作用・調査時の表面水温（連続変数）・表面水温の二乗項・調査時の水深 30m

の水温・水深 30m の水温の二乗項・表面水温と水深 30m の水温の交互作用を使用した。海

区の設定には GLM-tree（Ichinokawa and Brodziak 2010）を delta-GLM に拡張した手法“delta-

GLM-tree”（Hashimoto et al. 2019）を適用した。これは、二項分布モデルとガンマ分布モデ

ルにおける海区が共通するという仮定の下で、統計的な予測力が高くなるように海区分け

を順々に行う手法である。ここでは調査範囲を 2.5 度グリッドに分け、BIC が最小になるま

で海区分けを行った。二項分布モデル、ガンマ分布モデルのそれぞれにおいて各変数の有無

を変えた総当たりのモデル選択を行い、BIC が最小となるものをベストモデルとして採用し

た。 

解析の結果、北上期 CPUE の有漁確率を予測する変数としては年・海区・表面水温・表面

水温の二乗項・水深 50m の水温が選ばれ、有漁時の CPUE を予測する変数としては年と海

区のみが選択された。海区は 4 区に分かれた。秋季 CPUE の有漁確率を予測する変数とし



 

ては年と海区と水深 30m の水温・水深 30m の水温の二乗項が選ばれ、有漁時の CPUE を予

測する変数としては年と海区が選択された。海区は 4 区に分かれた。 

ベストモデルの推定結果から資源量指数を算出した。まず、各年・各海区・各表面水温・

水深 50m の各水温（北上期のみ）・水深 30m の各水温（秋季のみ）の CPUE の予測値を求

めた。連続変数である海水温に関しては、データの最小値と最大値の範囲を細かく分割した

値について、予測 CPUE を計算した。次に、各年・各海区における CPUE の予測値を平均し

た。最後に、各海区の面積で重みづけ平均した予測 CPUE を年ごとに算出し、資源量指標値

とした。標準化 CPUE はノミナル（単純平均）CPUE とおおむね似た傾向を示した（補足図

3-1）。北上期標準化 CPUE では、2018 年が最も高く、次いで 2013 年の値が高かった。秋季

標準化 CPUE においても、2018 年が最も高く、次いで 2013 年と 2016 年が同程度に高かっ

た。2019 年は 2018 年に比べると大きく減少し、2013 年以降では、北上期では 2 番目に、秋

季では 3 番目に低い標準化 CPUE の値となった。 

 

（2）たもすくい CPUE の標準化 

昨年度同様、神奈川県のたもすくい漁業のデータ（2003～2019 年）および静岡県のデー

タ（2014～2019 年）のデータを使用した。たもすくい CPUE（kg／時間／人）のデータも 0

以上の連続値であるため、delta-GLM（Lo et al. 1992）を適用した。上と同様に、誤差分布に

は二項分布（logit リンク）とガンマ分布（log リンク）を使用した。利用可能な 2003～2019

年の期間における、本系群の産卵期である 1～6 月のデータを使用した。 

CPUE を予測する説明変数として、年（カテゴリカル変数）・海区（カテゴリカル変数）・

操業時の表面水温（連続変数）・表面水温の二乗項・月（カテゴリカル変数）・船（カテゴリ

カル変数）・県（カテゴリカル変数）を使用した。海区はデータに記録されているカテゴリ

ーと緯度経度情報に基づき 7 区に分けたものを使用した。二項分布モデル、ガンマ分布モデ

ルそれぞれについて、各変数の有無を変えた総当たりのモデル選択を行い、BIC が最小とな

るものをベストモデルとして採用した。その結果、有漁確率を予測する変数としては年・海

区・月・表面水温が選ばれ、有漁時の CPUE を予測する変数としては年・海区・月が選択さ

れた。 

各変数のすべての組み合わせにおいて予測 CPUE を算出し、年ごとに予測 CPUE を平均

した値を資源量指標値とした。連続変数である海水温に関しては、最小値と最大値を細かく

分割し、そのときの予測値を求めた。標準化 CPUE は 2013 年以降で比較的高い値を示し、

増加傾向が明らかになったが、2019 年は 2018 年からやや減少した（補足図 3-1）。 
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補足図 3-1. 北上期 CPUE（左）、秋季 CPUE（中央）およびたもすくい CPUE（右）の経年

変化（青点線：ノミナル、赤実線：標準化）．平均が 1 となるように規準化し

た値を示しており、影は 95%信頼区間を表す） 

 

補足資料 4 各種調査・資料の概要 

1）移行域幼稚魚調査 

中央水研・北水研により 1995 年に予備調査、1996 年開始。5～6 月に小型浮魚類幼稚魚の

生育場である黒潮続流域～黒潮－親潮移行域で中層トロールによる漁獲試験を実施。幼稚

魚の分布状況を把握している。 

 

2）北西太平洋北上期浮魚類資源調査 

東北水研・中央水研により 2000 年に予備調査、2001 年開始。サンマ資源量直接推定調査

（東北水研）と北上期浮魚類資源調査（中央水研・東北水研）の 2 つの調査からなる。北上

期のサンマ等小型浮魚類を対象に、5～7 月に本邦沿岸から西経域（165W）に至る移行域～

親潮域で複数の調査船で中層トロール漁獲試験を実施。0 歳魚 CPUE が加入量の指標となる

（補足表 2-1）。マサバの主な分布域である親潮～移行域（169E 以西、SST12～21℃）にお

ける 0 歳魚推定現存尾数、出現率（採集のあった調査点の割合）、体長組成を推定している

（図 4-2）。 

 

3）道東～三陸海域流し網調査 

釧路水試により 1994 年開始。道東～三陸海域で 6～10 月にかけて行われる 4 つの調査か

らなる。小型浮魚類を対象に流し網漁獲試験を実施。0 歳魚～成魚の分布状況を把握すると

ともに、CPUE が資源量の指標となる。 

 

4）北西太平洋秋季浮魚類資源調査 

東北水研により 1984 年に漁業資源評価システム高度化調査として開始。8～11 月に道東

～三陸～常磐海域で浮魚類を対象に流し網漁獲試験を実施。その後調査期間を 9～10 月に

集約。東北海区浮魚類分布調査として継続。2001 年から漁具を中層トロールに変更、計量

魚探機も使用し、調査対象を小型浮魚類に集約。2005 年から調査海域を千島列島東方沖ま

で拡大。2008 年から中央水研が北西太平洋秋季浮魚類資源調査として引き継ぎ実施。漁場

外の沖合域における主に 0 歳魚の分布状況を把握し、0 歳魚 CPUE が加入量の指標となる



 

（補足表 2-1）。0 歳魚有漁獲点の割合（出現率）も加入量の指標となり流し網と中層トロー

ルの漁獲試験を並行実施した 2001、2002 年の結果から両試験の各調査点でのさば類 0 歳魚

の漁獲の有無の差異は小さいと判断され、出現率を基にした調査年限を通じた加入量指数

を算出した（図 4-2）。年による試験点配置の違いの影響を小さくするため、地理的に 5 海

域、水塊的に親潮系、暖流系に区分し、計 10 区分における出現率を求めた。年による欠測

区分では有意な正相関の他区分の出現率の平均を充てた。各区分出現率×係数（重み付け）

の総和を加入量指数とし、指数が加入量（平成 29 年度資源評価における 1984～2013 年の

推定値（生涯漁獲が進んでおり推定値の不確実性が小さいと判断））の年変化に合うように

係数を調整した。この係数を用いて、新規の調査で得られた 10 区分の出現率から加入量指

数を求めた。 

 

5）冬春季常磐海域まき網漁況調査（未成魚越冬群指数） 

茨城水試により実施され、年明け後の冬春季に未成魚（尾叉長 25 cm 未満）がまき網漁獲

物（標本）の 50%（尾数比）を超えている期間の、越冬場（35～37N、142E 以西のまき

網漁場（房総～常磐南部海域））における緯度・経度 10 分升目毎のまき網 1 日 1 投網平均

漁獲量の総和を未成魚越冬群指数と定義して算出している（図 4-2）。漁獲量にはゴマサバ

も含まれるが、漁獲物調査の結果、越冬期に当該海域に分布するさば類未成魚のうち、マサ

バの割合は 80～100%であることから、指数はマサバの加入量水準の指標値となると判断さ

れる。しかし、2014 年以降は越冬場で 0 歳魚がほとんど漁獲されなくなったため、指数が

低く出る傾向にある。 

 

6）北部まき網漁業の有効努力量、資源量指数 

漁業情報サービスセンター（JAFIC）により、北部まき網漁業のさば類を対象とした操業

情報から算出される。主な対象はマサバと考えられるが、漁業情報サービスセンターの調査

結果から時期による変化も大きく、ゴマサバの割合が高かった年代もあるなど、本評価での

指標値としての使用にあたっては精査が必要である。CPUE：漁獲量／努力量（投網回数）

（図 4-3）。資源量指数：海区（漁場の形成された緯度経度 30 分単位のメッシュ）あたりの

平均 CPUE の全海区合計（図 4-3）。有効努力量：漁獲量／平均密度指数（図 3-3）。平均密

度指数：資源量指数／海区数。 

 

7）卵稚仔調査 

太平洋側の関係各機関による共同調査。改良ノルパックネット（メッシュ 335μm）採集

で浮魚類の卵の分布量を把握。マサバとゴマサバの卵の種査定が可能になり、2005 年から

種別に産卵量が算出されている（図 4-1、補足表 2-1）。 

 

8）たもすくい漁業の CPUE 

神奈川県水産技術センター（2003 年以降）および静岡県水産技術研究所（2014 年以降）

により収集される、産卵場である伊豆諸島周辺海域でマサバを主対象に操業するたもすく

い標本漁船の操業記録から 1 人 1 時間当たり漁獲量として算出される。産卵場における成

魚の分布密度の指標となり、親魚量の指数となる（補足表 2-1）。  



 

補足資料 5 北西太平洋における外国漁船の漁獲動向について 

2000 年以降、台湾を中心とした外国漁船によるサンマの漁獲割合が増加している。さら

に、2012 年には中国がサンマ漁業に参入しており、今後も外国漁船の隻数が増加する可能

性があることから、その漁獲動向の把握がサンマ資源を適切に評価する上で重要な課題の

一つとなっている。一方、2014 年以降、中国が北西太平洋公海域でさば類を漁獲しており、

サンマと同様にその漁獲動向の把握が重要な課題となっている。 

以上の状況を踏まえ、平成 26 年度から、人工衛星夜間可視データを用いて外国漁船の動

向を把握する取組みを開始した。具体的には、米国の地球観測衛星（Suomi NPP）の夜間可

視データ（Miller et al. 2012）から、灯火を用いている船舶を光点として抽出し、さらに、輝

度レベル、EEZ 境界線、表面水温などの条件により漁獲対象種を判別して、時期別の操業海

域の特定と操業隻数を計数することを目的としている。当初はサンマを漁獲対象とする漁

船の抽出が目的であったが、さば類を漁獲対象とする漁船の抽出にもこの手法は有用であ

る。 

さば類を漁獲対象とする外国漁船の識別手法や計数方法については一定の成果が得られ、

外国漁船による漁獲量を推定する報告もあるが（Oozeki et al. 2018）、技術的な問題は依然と

して残っていることから、ここでは操業点の抽出例として 2014 年～2019 年の 5 月～10 月

の夜間可視データから抽出した灯火を用いた漁船（サンマ漁船やいか釣り漁船を含む）の分

布を補足図 5-1 に示す。毎年、5 月頃から EEZ 境界線近くの公海で操業する外国漁船が出現

し、7 月以降に増加していることが推測される。また、操業点が年々、沖合（東方）化して

いる様子がみられ、2019 年 8・9 月は東経 160 度付近に集中していた。これらの中には、さ

ば類を漁獲対象とする中国の虎網や灯光敷網漁船などが含まれていることが現場における

視認情報から確認されている。今後、これらの外国漁船を、同じく北西太平洋で操業するサ

ンマ漁船やいか釣り漁船他と判別し、計数することで外国漁船の操業実態や漁獲動向を把

握することが可能になると期待される。 
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補足図 5-1a. 春季から夏季の北西太平洋において NPP 衛星夜間可視データから抽出され

た操業点の月別全点プロット（2014 年～2016 年の 5 月～10 月） 青線は

EEZ 境界線を示す。  
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補足図 5-1b. 春季から夏季の北西太平洋において NPP 衛星夜間可視データから抽出され

た操業点の月別全点プロット（2017 年～2019 年の 5 月～10 月） 青線は

EEZ 境界線を示す。 



 

補足資料 6 コホート解析結果の詳細（1970～1981年漁期） 

 

年齢別漁獲尾数（百万尾）

年齢＼漁期年 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

0歳 834 334 29 93 351 1,254 632 539 1,039 208 199 266

1歳 1,202 815 1,847 647 182 388 923 2,083 1,256 1,919 472 184

2歳 1,037 888 681 1,211 794 560 548 727 1,468 1,312 286 142

3歳 365 288 242 548 994 618 446 472 641 645 419 149

4歳 127 104 73 183 310 391 251 236 338 158 310 194

5歳 49 56 35 46 26 165 42 82 173 80 126 115

6歳以上 41 19 18 12 4 46 4 16 17 13 11 13

計 3,656 2,504 2,924 2,740 2,662 3,421 2,845 4,154 4,932 4,335 1,824 1,063

年齢別漁獲重量（千トン）

年齢＼漁期年 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

0歳 63 21 2 9 25 57 48 48 101 15 12 28

1歳 226 165 417 152 43 71 142 388 328 420 77 39

2歳 299 342 231 346 262 186 159 222 452 416 95 46

3歳 147 159 111 194 387 265 202 213 255 278 188 65

4歳 68 84 43 81 150 189 133 133 174 85 169 122

5歳 32 60 26 28 18 93 28 55 104 52 85 84

6歳以上 30 23 15 11 4 35 3 13 15 9 11 14

計 865 855 845 822 889 897 715 1,071 1,428 1,275 637 398

漁獲割合 29% 23% 19% 20% 23% 26% 19% 23% 30% 39% 33% 22%

年齢別漁獲係数（F）および%SPR

年齢＼漁期年 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

0歳 0.11 0.03 0.00 0.02 0.06 0.16 0.06 0.07 0.19 0.08 0.08 0.09

1歳 0.35 0.18 0.28 0.15 0.05 0.11 0.22 0.33 0.27 0.87 0.33 0.12

2歳 0.83 0.61 0.28 0.38 0.36 0.27 0.27 0.34 0.52 0.64 0.37 0.20

3歳 0.85 0.77 0.42 0.50 0.85 0.70 0.45 0.50 0.75 0.60 0.56 0.43

4歳 0.69 0.85 0.57 0.88 0.79 1.57 0.96 0.60 1.20 0.54 0.89 0.74

5歳 1.14 1.08 1.14 1.31 0.36 3.21 0.92 1.51 2.21 1.74 1.87 1.60

6歳以上 1.14 1.08 1.14 1.31 0.36 3.21 0.92 1.51 2.21 1.74 1.87 1.60

平均（Fbar） 0.73 0.66 0.55 0.65 0.40 1.32 0.54 0.69 1.05 0.89 0.85 0.68
%SPR 12.09 16.77 26.59 22.11 23.66 22.42 26.13 22.86 15.46 10.53 19.92 28.67

年齢別資源尾数（百万尾）

年齢＼漁期年 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

0歳 9,998 14,084 8,345 6,958 7,462 10,095 14,344 10,460 7,283 3,291 3,302 3,725

1歳 5,015 6,019 9,167 5,570 4,588 4,714 5,740 9,098 6,570 4,032 2,036 2,051

2歳 2,248 2,378 3,368 4,633 3,204 2,926 2,843 3,092 4,393 3,376 1,132 978

3歳 776 657 867 1,700 2,115 1,498 1,503 1,457 1,478 1,742 1,189 524

4歳 311 221 204 383 691 604 498 642 590 466 640 454

5歳 88 104 63 77 107 209 84 128 237 119 183 175

6歳以上 74 35 32 20 18 58 7 25 23 19 16 20

計 18,509 23,499 22,047 19,342 18,184 20,105 25,019 24,902 20,574 13,045 8,497 7,927

年齢別資源量（千トン）、親魚量（千トン）、再生産成功率（RPS、尾／kg）

年齢＼漁期年 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

0歳 755 903 649 700 527 459 1,089 939 705 231 204 397

1歳 944 1,222 2,071 1,311 1,083 862 882 1,693 1,714 883 333 433

2歳 648 915 1,141 1,323 1,057 972 824 943 1,353 1,071 376 315

3歳 313 362 398 601 824 642 680 656 587 750 532 230

4歳 166 180 121 170 334 292 264 361 304 250 348 285

5歳 57 111 47 47 75 119 58 86 142 77 123 128

6歳以上 54 43 27 19 17 45 7 21 20 14 16 22

計 2,938 3,737 4,454 4,171 3,917 3,391 3,803 4,699 4,826 3,276 1,932 1,810

親魚量 657 807 741 981 1,296 1,164 1,188 1,341 1,401 1,337 1,079 737
RPS（尾/kg） 15.2 17.5 11.3 7.1 5.8 8.7 12.1 7.8 5.2 2.5 3.1 5.1

年齢別体重（g）

年齢＼漁期年 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

0歳 76 64 78 101 71 45 76 90 97 70 62 107

1歳 188 203 226 235 236 183 154 186 261 219 164 211

2歳 288 385 339 286 330 332 290 305 308 317 332 322

3歳 404 551 459 354 390 429 453 450 397 431 448 439

4歳 532 811 592 443 484 484 530 563 515 536 544 628

5歳 655 1,066 737 611 699 567 683 668 601 648 675 732

6歳以上 731 1,242 843 908 946 768 917 847 893 738 954 1,067



 

補足資料 6（続き） コホート解析結果の詳細（1982～1994年漁期） 

 

年齢別漁獲尾数（百万尾）

年齢＼漁期年 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994

0歳 123 250 549 378 183 72 67 34 29 53 297 96 128

1歳 324 284 544 398 1,336 316 106 24 6 8 11 957 98

2歳 301 440 358 253 555 352 253 53 6 11 13 240 98

3歳 160 225 208 190 276 170 253 71 11 8 12 39 28

4歳 81 76 90 75 79 41 26 77 6 5 7 5 5

5歳 70 44 46 38 28 19 4 4 4 2 10 2 2

6歳以上 13 23 18 21 9 6 2 1 1 0 8 2 2

計 1,072 1,343 1,812 1,352 2,465 976 711 263 63 87 357 1,341 361

年齢別漁獲重量（千トン）

年齢＼漁期年 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994

0歳 14 19 66 31 18 6 11 7 5 9 43 14 19

1歳 75 57 122 96 266 77 27 8 2 2 3 272 29

2歳 83 135 130 95 156 118 86 23 3 5 6 88 47

3歳 70 91 114 93 112 76 111 38 7 5 6 17 16

4歳 47 36 59 55 45 27 17 46 5 3 5 4 3

5歳 48 25 35 33 21 16 4 3 4 2 10 2 1

6歳以上 10 15 18 20 9 7 2 1 1 0 9 2 2

計 347 378 543 422 627 327 259 125 28 26 81 398 117

漁獲割合 20% 26% 30% 25% 43% 36% 46% 42% 13% 8% 12% 56% 35%

年齢別漁獲係数（F）および%SPR

年齢＼漁期年 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994

0歳 0.05 0.09 0.19 0.09 0.12 0.15 0.37 0.23 0.11 0.07 0.15 0.23 0.34

1歳 0.19 0.19 0.39 0.26 0.68 0.40 0.44 0.27 0.07 0.05 0.02 1.54 0.51

2歳 0.36 0.55 0.52 0.40 0.98 0.48 0.89 0.53 0.13 0.22 0.13 1.34 0.82

3歳 0.45 0.65 0.74 0.76 1.57 1.45 1.07 0.92 0.24 0.32 0.53 0.96 0.69

4歳 0.56 0.52 0.80 0.88 1.24 1.86 1.39 2.10 0.22 0.20 0.59 0.61 0.36

5歳 0.90 0.93 0.93 1.49 1.53 2.19 1.66 1.16 0.88 0.14 1.23 0.38 0.51

6歳以上 0.90 0.93 0.93 1.49 1.53 2.19 1.66 1.16 0.88 0.14 1.23 0.38 0.51

平均（Fbar） 0.49 0.55 0.64 0.77 1.09 1.25 1.07 0.91 0.36 0.16 0.55 0.78 0.54
%SPR 28.22 22.71 15.41 20.35 6.54 12.79 8.32 16.27 46.24 51.66 34.84 2.80 11.66

年齢別資源尾数（百万尾）

年齢＼漁期年 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994

0歳 3,084 3,397 3,805 5,410 1,962 630 263 199 342 965 2,581 565 536

1歳 2,279 1,967 2,072 2,102 3,317 1,165 363 122 106 206 604 1,487 299

2歳 1,224 1,263 1,086 944 1,083 1,130 523 156 62 66 131 396 213

3歳 539 573 486 434 426 272 469 143 61 37 35 77 69

4歳 230 231 200 155 136 60 43 107 38 32 18 14 20

5歳 145 88 92 60 43 26 6 7 9 21 18 7 5

6歳以上 26 47 36 34 14 8 3 1 2 3 14 6 6

計 7,527 7,566 7,777 9,140 6,981 3,291 1,670 736 620 1,329 3,401 2,552 1,148

年齢別資源量（千トン）、親魚量（千トン）、再生産成功率（RPS、尾／kg）

年齢＼漁期年 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994

0歳 348 262 457 441 192 54 44 41 58 163 370 81 78

1歳 531 393 463 507 661 284 92 40 39 63 174 423 88

2歳 338 388 393 355 304 379 178 66 36 32 56 146 101

3歳 237 230 266 212 173 121 206 77 41 21 19 33 40

4歳 134 110 131 115 78 38 28 64 32 21 13 10 13

5歳 99 51 71 52 33 22 6 6 8 16 18 6 5

6歳以上 20 30 35 32 13 9 3 1 2 3 15 7 7

計 1,706 1,464 1,816 1,713 1,455 909 558 295 215 320 665 705 332

親魚量 567 514 595 496 371 343 314 175 97 74 87 114 105
RPS（尾/kg） 5.4 6.6 6.4 10.9 5.3 1.8 0.8 1.1 3.5 13.0 29.5 4.9 5.1

年齢別体重（g）

年齢＼漁期年 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994

0歳 113 77 120 82 98 86 168 207 170 169 143 143 146

1歳 233 200 223 241 199 244 255 325 365 305 288 284 294

2歳 276 307 362 376 281 336 341 426 582 488 424 368 476

3歳 439 402 547 489 407 446 440 537 661 585 529 430 578

4歳 583 475 656 741 572 644 654 599 828 654 749 705 661

5歳 681 576 768 855 755 838 886 814 954 790 990 943 896

6歳以上 758 645 993 943 947 1,112 1,066 1,034 1,101 957 1,114 1,115 1,116



 

補足資料 6（続き） コホート解析結果の詳細（1995～2007年漁期） 

 

年齢別漁獲尾数（百万尾）

年齢＼漁期年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

0歳 362 1,578 147 32 145 252 7 244 66 767 42 6 425

1歳 123 193 885 69 17 86 69 17 206 87 523 62 53

2歳 49 23 61 177 24 13 40 6 32 72 53 376 70

3歳 28 20 13 13 41 11 5 6 7 11 32 25 157

4歳 9 10 6 1 10 14 4 4 2 4 13 8 4

5歳 3 4 4 0 1 1 3 3 1 1 1 2 1

6歳以上 2 3 2 0 0 0 2 2 1 1 1 0 0

計 576 1,830 1,118 292 238 376 131 281 314 944 664 479 709

年齢別漁獲重量（千トン）

年齢＼漁期年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

0歳 38 186 22 5 24 40 1 27 8 101 5 1 51

1歳 50 50 254 22 5 31 24 6 48 24 165 22 17

2歳 23 10 26 79 12 6 18 3 12 41 25 199 33

3歳 17 11 7 7 25 6 3 4 3 8 18 16 84

4歳 7 6 4 1 8 8 2 2 2 4 10 5 3

5歳 3 3 3 0 1 1 2 3 1 1 1 2 1

6歳以上 2 2 2 0 0 0 3 2 1 1 1 1 0

計 141 269 318 115 77 91 53 47 76 181 226 245 188

漁獲割合 40% 38% 51% 40% 33% 41% 35% 20% 30% 24% 27% 33% 33%

年齢別漁獲係数（F）および%SPR

年齢＼漁期年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

0歳 0.50 0.59 0.46 0.25 0.43 0.91 0.03 0.33 0.16 0.27 0.08 0.02 0.38

1歳 0.90 0.72 1.12 0.52 0.26 0.65 0.93 0.12 0.66 0.41 0.37 0.20 0.27

2歳 0.68 0.51 0.69 0.96 0.44 0.42 1.01 0.22 0.46 0.67 0.63 0.66 0.47

3歳 0.77 0.89 0.87 0.39 0.80 0.46 0.37 0.55 0.52 0.37 1.01 0.96 0.88

4歳 0.63 0.95 1.15 0.18 0.77 0.95 0.37 0.60 0.41 1.11 1.48 0.96 0.44

5歳 0.61 1.08 2.54 0.19 0.44 0.14 0.72 0.82 0.44 0.74 1.06 1.15 0.30

6歳以上 0.61 1.08 2.54 0.19 0.44 0.14 0.72 0.82 0.44 0.74 1.06 1.15 0.30

平均（Fbar） 0.67 0.83 1.34 0.38 0.51 0.52 0.59 0.49 0.44 0.62 0.81 0.73 0.44
%SPR 7.28 8.62 5.71 14.44 16.74 9.44 13.79 30.07 18.53 20.17 17.36 23.08 19.18

年齢別資源尾数（百万尾）

年齢＼漁期年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

0歳 1,126 4,321 489 176 504 514 276 1,071 545 4,001 666 418 1,636

1歳 254 459 1,604 207 92 219 138 179 518 312 2,054 412 275

2歳 120 69 149 351 83 48 77 36 107 179 138 949 226

3歳 63 41 28 50 90 36 21 19 20 45 61 49 328

4歳 23 19 11 8 23 27 15 10 7 8 21 15 13

5歳 9 8 5 2 4 7 7 7 4 3 2 3 4

6歳以上 4 5 3 0 2 3 6 4 3 3 2 1 1

計 1,601 4,922 2,290 796 798 854 541 1,327 1,204 4,551 2,943 1,847 2,482

年齢別資源量（千トン）、親魚量（千トン）、再生産成功率（RPS、尾／kg）

年齢＼漁期年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

0歳 119 510 74 29 85 81 38 121 68 527 78 57 198

1歳 103 119 461 67 28 80 48 63 122 87 649 149 86

2歳 57 31 64 157 43 20 34 17 40 102 66 501 106

3歳 39 22 15 26 55 18 13 11 10 33 35 31 176

4歳 19 12 7 6 18 16 9 6 6 7 16 11 9

5歳 8 6 3 2 4 6 5 5 3 3 2 3 3

6歳以上 4 4 3 0 2 3 6 5 4 3 2 1 1

計 350 705 628 288 235 225 153 228 252 763 849 752 579

親魚量 94 57 54 98 96 64 63 44 60 132 89 296 241
RPS（尾/kg） 12.0 75.4 9.1 1.8 5.3 8.1 4.4 24.5 9.0 30.2 7.5 1.4 6.8

年齢別体重（g）

年齢＼漁期年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

0歳 106 118 152 165 169 158 137 113 124 132 118 136 121

1歳 406 260 287 325 308 366 350 354 236 280 316 362 314

2歳 474 451 428 446 515 421 440 455 374 569 477 528 469

3歳 626 545 535 523 606 517 599 576 530 742 578 631 537

4歳 809 633 642 787 803 593 626 643 756 835 787 726 683

5歳 908 743 699 879 950 895 689 780 788 1,011 1,002 1,013 745

6歳以上 973 819 840 970 1,099 1,031 1,078 1,126 1,078 1,087 1,089 1,122 921



 

補足資料 6（続き） コホート解析結果の詳細（2008～2018年漁期） 

 

年齢別漁獲尾数（百万尾）

年齢＼漁期年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

0歳 60 174 80 28 63 297 140 33 100 92 294

1歳 275 35 163 88 52 248 812 177 141 140 82

2歳 47 127 54 87 90 75 165 1,401 236 265 245

3歳 44 24 37 21 66 77 65 128 1,147 423 365

4歳 51 13 9 7 21 25 17 16 32 695 359

5歳 3 15 6 2 4 5 18 11 15 60 300

6歳以上 1 1 1 0 1 2 1 10 10 16 53

計 481 388 349 234 297 729 1,219 1,777 1,681 1,690 1,697

年齢別漁獲重量（千トン）

年齢＼漁期年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

0歳 8 21 10 5 10 37 15 3 8 6 20

1歳 86 13 57 35 19 78 157 35 28 30 17

2歳 18 64 26 43 43 37 68 334 60 78 62

3歳 26 13 23 13 37 47 37 56 349 138 126

4歳 34 8 7 5 13 17 12 10 17 243 142

5歳 2 10 5 2 3 4 12 7 10 32 124

6歳以上 1 1 1 0 1 2 1 7 7 11 36

計 176 130 128 102 126 221 302 453 480 539 527

漁獲割合 36% 24% 19% 12% 11% 6% 8% 13% 13% 12% 9%

年齢別漁獲係数（F）および%SPR

年齢＼漁期年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

0歳 0.14 0.13 0.08 0.03 0.03 0.02 0.03 0.01 0.01 0.01 0.01

1歳 0.60 0.14 0.21 0.15 0.09 0.16 0.08 0.06 0.05 0.02 0.02

2歳 0.52 0.82 0.42 0.21 0.28 0.22 0.19 0.26 0.12 0.16 0.05

3歳 0.85 0.72 0.82 0.36 0.31 0.52 0.38 0.28 0.44 0.44 0.44

4歳 1.16 0.90 0.95 0.41 1.03 0.23 0.26 0.19 0.13 0.70 1.17

5歳 1.14 2.98 2.89 0.77 0.61 1.03 0.32 0.34 0.35 0.49 1.07

6歳以上 1.14 2.98 2.89 0.77 0.61 1.03 0.32 0.34 0.35 0.49 1.07

平均（Fbar） 0.79 1.24 1.18 0.39 0.42 0.46 0.23 0.21 0.21 0.33 0.55
%SPR 14.62 23.36 26.49 42.12 40.66 40.33 49.60 45.05 45.73 37.09 37.88

年齢別資源尾数（百万尾）

年齢＼漁期年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

0歳 566 1,769 1,266 1,161 3,097 18,632 5,992 5,211 12,958 8,927 29,212

1歳 749 330 1,043 783 755 2,025 12,247 3,902 3,466 8,604 5,909

2歳 141 277 193 566 453 464 1,154 7,544 2,470 2,208 5,653

3歳 95 56 81 85 308 230 249 639 3,910 1,463 1,263

4歳 91 27 18 24 40 152 91 114 323 1,682 635

5歳 6 19 7 5 11 9 81 47 63 190 558

6歳以上 2 2 1 0 2 4 3 41 42 50 99

計 1,649 2,480 2,610 2,625 4,665 21,516 19,818 17,498 23,233 23,124 43,329

年齢別資源量（千トン）、親魚量（千トン）、再生産成功率（RPS、尾／kg）

年齢＼漁期年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

0歳 78 212 159 210 482 2,295 628 490 1,049 613 1,958

1歳 234 125 366 308 282 635 2,373 778 690 1,858 1,212

2歳 54 139 95 276 217 227 474 1,796 633 654 1,441

3歳 56 31 49 52 169 141 143 279 1,191 479 436

4歳 61 16 13 17 25 102 63 72 175 587 251

5歳 4 13 6 4 8 7 53 29 40 101 231

6歳以上 2 1 1 0 1 4 3 31 29 36 66

計 490 538 689 868 1,185 3,411 3,738 3,476 3,807 4,327 5,595

親魚量 151 132 117 212 312 367 499 715 1,323 1,238 1,185
RPS（尾/kg） 3.8 13.4 10.9 5.5 9.9 50.8 12.0 7.3 9.8 7.2 24.6

年齢別体重（g）

年齢＼漁期年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

0歳 138 120 126 181 156 123 105 94 81 69 67

1歳 312 377 351 393 373 314 194 199 199 216 205

2歳 385 503 490 488 480 489 410 238 256 296 255

3歳 589 557 606 614 550 612 574 436 305 328 345

4歳 672 599 729 701 627 672 693 637 540 349 396

5歳 806 694 796 842 751 747 656 624 629 529 414

6歳以上 995 838 940 909 868 886 793 761 697 724 671



 

補足資料 7 管理基準値案と禁漁水準案等 

本系群の管理基準値案や禁漁水準案等について以下に示す。 

項目 値 備考 

SBtarget 案 1,545 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy） 

SBlimit 案 562 千トン MSY の 60%の漁獲量が得られる親魚量（SB0.6msy） 

SBban 案 67 千トン MSY の 10%の漁獲量が得られる親魚量（SB0.1msy） 

Umsy 10% 最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合 

MSY 372 千トン 最大持続生産量 MSY 

β 0.9 

漁獲管理規則案の漁獲圧の上限の設定のため、Fmsy に掛け

る安全係数。本系群では 2020 年漁期以降の加入量が再生産

関係に従えば、β=0.9 で 2030 年に 50％以上の確率で目標管

理基準値案を上回る。 

SB2018 1,185 千トン 2018 年漁期の親魚量 

U2018 9% 2018 年漁期の漁獲割合 

F2018/ Fmsy 2.48 
2018 年漁期の漁獲圧の、最大持続生産量 MSY を実現する漁

獲圧に対する比 

平成 31 年 4 月に開催された研究機関会議により、目標管理基準値（SBtarget）には MSY

水準における親魚量（SBmsy：1,545 千トン）、限界管理基準値（SBlimit）には MSY の 60%

が得られる親魚量（SB0.6msy：562 千トン）、禁漁水準（SBban）には MSY の 10%が得られ

る親魚量（SB0.1msy：67 千トン）を用いることが提案されている。詳細は「平成 31（2019）

年度マサバ太平洋系群の管理基準値等に関する研究機関会議報告書」を参照されたい。 

 コホート解析により得られた 2018 年漁期の親魚量（SBcurrent：1,185 千トン）は目標管理

基準値案を下回るが、限界管理基準値案および禁漁水準案は上回る。また、2018 年漁期の

漁獲圧（F2018）は MSY を実現する漁獲圧を上回るが（F2018/Fmsy は 2.48）、2018 年漁期

の漁獲割合（U2018）は MSY を実現する漁獲割合（Umsy）と同程度である。 

目標管理基準値案と、MSY を実現する漁獲圧（F）を基準にした神戸プロットを補足図 7-

1 に示す。本系群における漁獲圧は、資源計算を行った 1970 年漁期以降すべての年におい

て MSY を実現する漁獲圧を上回っていたと判断される。また、親魚量は、1970 年漁期以降

すべての年において目標管理基準値案を下回っていたと判断される。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足図 7-1. 管理基準値案と親魚量・漁獲圧との関係（神戸プロット） 漁獲圧と親魚量は

単年の値。 

  



 

補足資料 8 漁獲管理規則案に対応した漁獲量の算定 

漁獲管理規則案（HCR）は、目標管理基準値案以上の親魚量を維持・回復する達成確率を

勘案して、親魚量に対応した漁獲圧（F）等を定める漁獲シナリオ案である。親魚量が限界

管理基準値案を下回ると禁漁水準案まで直線的に漁獲圧を下げる。漁獲圧の上限となる

Fmsy には安全係数となるチューニングパラメータ β を乗じる。補足図 8-1 に平成 31 年 4 月

に開催された研究機関会議により提案された漁獲管理規則案を示す。ここでは例として安

全係数 β を 0.9 とした場合を示した。 

漁獲管理規則案を用いた将来予測に従い、2020 年漁期漁獲量を試算した。将来予測はコ

ホート解析の前進法に加え、親魚量から予測される加入量を再生産関係から与えて実施し

た。加入量の不確実性として対数正規分布に従う誤差を仮定し、10,000 回の繰り返し計算を

行った。2019 年漁期の漁獲量は現状の漁獲圧（F2016-2018）から予測される 794 千トンと

した。将来予測により予測された 2020 年漁期の親魚量をもとに漁獲管理規則案で定められ

る漁獲圧を、2020 年漁期漁獲量試算のための漁獲圧とした。 

 将来予測の結果、漁獲管理規則案に従い試算された 2020 年漁期の漁獲量は β を 0.9 とし

た場合には 474 千トン、β を 1.0 とした場合には 523 千トンであった。2020 年漁期に予測さ

れる親魚量は、いずれの繰り返し計算でも目標管理基準値案を上回り、平均 1,984 千トンと

見込まれた。 

 

2020 年漁期の親魚量（予測平均値）：1,984 千トン  

項目 

2020 年漁期の 

漁獲量 

（千トン） 

現状の漁獲圧に 

対する比 

（F/F2016-2018） 

2020 年漁期の 

漁獲割合（%） 

10 年後に目標管理基準値案を 50％以上の確率で上回る β の最大値に基づく方策 

β=0.9 474  0.50  7  

その他の方策（漁獲管理規則案にて異なる β を使用した場合）  

β=1.0 523  0.55  8  

β=0.8 424  0.44  7  

β=0.6 323  0.33  5  

β=0.4 218  0.22  3  

β=0.2 111  0.11  2  

β=0 0  0  0  

F2016-2018 891  1.00  14  

 

中長期的な将来予測の結果を補足図 8-2 および補足表 8-1、8-2 に示す。漁獲管理規則案

に基づく管理を 10 年間継続した場合、2030 年漁期の親魚量の予測値は β を 1.0 とした場合

には平均 1,768 千トン（80%信頼区間は 717 千トン～3,091 千トン）、β を 0.9 とした場合に

は平均 1,870 千トン（80%信頼区間は 780 千トン～3,239 千トン）である。目標管理基準値

案を上回る確率は β を 1.0 とした場合には 47%、β を 0.9 とした場合には 52%、限界管理基



 

準値案を上回る確率は β を 1.0 とした場合には 96%、β を 0.9 とした場合には 97%、禁漁水

準案を上回る確率は全ての方策において 100%となった。 

 

考慮している不確実性： 加入量 

項目 

2030 年漁期 

の親魚量 

（千トン） 

80% 

信頼区間 

（千トン） 

2030 年漁期に親魚量が以下の 

管理基準値案と禁漁水準案を上回る

確率（%） 

SBtarget 案 SBlimit 案 SBban 案 

10 年後に目標管理基準値案を 50％以上の確率で上回る β の最大値に基づく方策  

β=0.9 1,870  780 – 3,239  52  97  100  

その他の方策（漁獲管理規則案にて異なる β を使用した場合） 

β=1.0 1,768  717 – 3,091  47  96  100  

β=0.8 1,981  845 – 3,408  56  98  100  

β=0.6 2,229  1,000 – 3,772  65  99  100  

β=0.4 2,531  1,176 – 4,237  76  100  100  

β=0.2 2,913  1,406 – 4,807  86  100  100  

β=0 3,418  1,718 – 5,550  94  100  100  

F2016-2018 1,128  353 – 2,144  22  75  100  

 

 

補足図 8-1. 漁獲管理規則案 現状の漁獲圧は F2016-2018 である。漁獲管理規則案のβは

0.9 のものを示す。管理基準値及び禁漁水準はいずれも案。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足図 8-2. 漁獲管理規則案（HCR）を用いた場合の将来予測と F2016-2018 で漁獲を続け

た場合の将来予測の比較 太実線は平均値、網掛けは 80％信頼区間、細線は 3

通りの将来予測の例示である。親魚量の図の黄破線は目標管理基準値案、赤点

線は限界管理基準値案、黒点線は禁漁水準案を示す。2019 年漁期の漁獲量は現

状の漁獲圧（F2016-2018）から予測される 794 千トン。漁獲管理規則案の β は

0.9 のものを示す。F2016-2018 は、Fmsy と等しい選択率において推定され

る%SPR が 2016～2018 年漁期の平均 F 値から推定される%SPR と等しくなる

値とした。 

  



 

補足表 8-1. 将来の親魚量が目標管理基準値案（a）、限界管理基準値案（b）を上回る確率 

β を 0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2019 年漁期の漁獲量は

現状の漁獲圧（F2016-2018）から予測される 794 千トンとし、2020 年漁期か

ら漁獲管理規則案による漁獲とした。 

 

（a）親魚量が目標管理基準値案を上回る確率         

（%） 

 

 

（b）親魚量が限界管理基準値案を上回る確率 

         （%） 

 

  

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2040 2050

1.0 0 100 100 100 100 88 61 53 50 49 48 47 42 42

0.9 0 100 100 100 100 95 67 58 54 53 52 52 47 46

0.8 0 100 100 100 100 99 74 63 59 58 56 56 52 51

0.7 0 100 100 100 100 100 81 68 64 62 61 61 57 57

0.6 0 100 100 100 100 100 88 74 69 67 66 65 62 62

0.5 0 100 100 100 100 100 94 81 75 72 71 70 68 68

0.4 0 100 100 100 100 100 98 87 81 78 76 76 74 73

0.3 0 100 100 100 100 100 100 92 87 83 81 81 79 79

0.2 0 100 100 100 100 100 100 97 91 88 86 86 84 84

0.1 0 100 100 100 100 100 100 99 95 93 91 90 89 88

0.0 0 100 100 100 100 100 100 100 99 96 95 94 93 92

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2040 2050

1.0 100 100 100 100 100 100 100 100 98 97 97 96 91 90

0.9 100 100 100 100 100 100 100 100 99 98 98 97 94 92

0.8 100 100 100 100 100 100 100 100 100 99 98 98 96 95

0.7 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 99 99 97 96

0.6 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 99 99 98 98

0.5 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 99 99

0.4 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 99 99

0.3 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 99 100

0.2 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

0.1 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

0.0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100



 

補足表 8-2. 将来の親魚量（a）および漁獲量（b）の平均値の推移 

β を 0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2019 年漁期の漁獲量は

現状の漁獲圧（F2016-2018）から予測される 794 千トンとし、2020 年漁期から

漁獲管理規則案による漁獲とした。 

 

（a）将来の親魚量（10,000 回の繰り返し計算の平均値） 

       （千トン） 

 

 

（b）将来の漁獲量（10,000 回の繰り返し計算の平均値） 

       （千トン） 

 

  

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2040 2050

1.0 1,472 1,984 3,032 2,761 2,581 2,231 1,977 1,870 1,829 1,807 1,784 1,768 1,623 1,614

0.9 1,472 1,984 3,073 2,844 2,691 2,351 2,087 1,973 1,927 1,904 1,884 1,871 1,737 1,733

0.8 1,472 1,984 3,114 2,929 2,807 2,479 2,208 2,086 2,034 2,010 1,991 1,981 1,860 1,860

0.7 1,472 1,984 3,156 3,017 2,929 2,617 2,341 2,210 2,153 2,126 2,108 2,100 1,991 1,995

0.6 1,472 1,984 3,199 3,109 3,058 2,767 2,486 2,348 2,285 2,255 2,236 2,229 2,132 2,139

0.5 1,472 1,984 3,243 3,204 3,195 2,928 2,645 2,501 2,433 2,398 2,378 2,372 2,284 2,294

0.4 1,472 1,984 3,287 3,302 3,338 3,102 2,820 2,672 2,598 2,559 2,537 2,531 2,450 2,461

0.3 1,472 1,984 3,332 3,404 3,491 3,290 3,013 2,862 2,784 2,742 2,717 2,710 2,633 2,645

0.2 1,472 1,984 3,378 3,510 3,651 3,493 3,226 3,076 2,995 2,949 2,921 2,913 2,838 2,849

0.1 1,472 1,984 3,424 3,619 3,821 3,713 3,461 3,315 3,234 3,186 3,157 3,147 3,071 3,082

0.0 1,472 1,984 3,471 3,733 4,001 3,952 3,721 3,585 3,507 3,460 3,429 3,418 3,340 3,350

β 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2040 2050

1.0 794 523 633 566 625 540 478 453 440 433 428 425 391 386

0.9 794 474 582 529 592 516 457 433 421 414 410 408 380 376

0.8 794 424 529 488 554 488 434 410 398 392 389 387 365 362

0.7 794 374 473 444 512 456 406 383 372 366 363 362 345 343

0.6 794 323 415 395 463 417 373 352 342 336 334 333 319 318

0.5 794 271 354 343 407 372 334 316 306 301 299 298 288 287

0.4 794 218 290 285 345 319 288 273 264 260 258 257 250 249

0.3 794 165 222 223 274 257 234 222 215 211 210 209 204 203

0.2 794 111 152 155 193 184 169 161 156 153 152 152 148 148

0.1 794 56 78 81 102 99 92 88 85 84 83 83 81 81

0.0 794 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0



 

補足資料 9 資源の将来予測の方法 

得られた資源量をもとに漁獲管理規則案に基づく将来予測を行った。ただし、評価当年

（2019 年漁期）の加入量の予測については加入量指標値が得られているため、再生産関係

からの予測値をベイズの定理を利用し、指標値の結果で更新した値を以下のように求めた。

まず、ホッケー・スティック型の再生産関係から、2019 漁期年の加入量（R2019）の事前分布

を設定した。なお、再生産関係のパラメータ推定には、平成 30（2018）年度の資源評価に基

づく親魚量・加入量を使用し、最適化方法には最小二乗法を用い、加入の残差の自己相関を

考慮している（詳細は西嶋ほか（2019）を参照）。2018 年漁期の加入量（292.1 億尾）と、

2018 年親魚量（1,185 千トン）と再生産関係からの予測値との残差は 

𝜀2018 = ln 𝑅2018 − ln[𝑓(𝑎, 𝑏, 𝑆𝑆𝐵2018)] = 1.29  (11) 

から 1.29 と計算される。ただし、 

𝑓(𝑎, 𝑏, 𝑆𝑆𝐵) = {
𝑎 × 𝑆𝑆𝐵 𝑖𝑓 𝑆𝑆𝐵 < 𝑏

𝑎 × 𝑏 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒 
  (12) 

で、a=7.578 [千尾/トン]、b=1,056 [千トン] である（西嶋ら 2019）。これらと、2019 年の親

魚量（1,471 千トン）から、再生産関係からの 2019 年加入量の予測値は 

𝑅̂2019,0 = 𝑓(𝑎, 𝑏, 𝑆𝑆𝐵2019) × exp(𝜌 × 𝜀2018)   (13) 

から 130.2 億尾と予測される。ただし、ρ は加入の残差の自己相関係数で、0.376 である。子

の予測値と、加入変動𝜎̂0
2 = 0.8372から、2019 年加入量の事前分布は 

ln(𝑅2019) ~Normal(ln(𝑅̂2019,0) , 𝜎̂0
2)  (14) 

となる。 

次に、チューニング指数として用いている 2 つの加入量指標（北上期標準化 CPUE、秋季

標準化 CPUE）の 2019 年の指標値の尤度は以下の式で与えられる： 

ln(𝐼𝑘,2019) ~Normal(ln(𝑞̂𝑘𝑅2019
𝑏𝑘 ) , 𝜎̂𝑘

2)  k = 1, 2 (15) 

この式の値は補足表 2-1 の通りである。このとき、事後確率を最大にする 2019 年の加入

量予測値は、以下の式の重みづけ平均で与えられる (Gelman et al. 1995)。 

ln(𝑅̂2019) =
𝑤̂0 ln(𝑅̂2019,0) + 𝑤̂1 ln(𝑅̂2019,1) + 𝑤̂2 ln(𝑅̂2019,2)

𝑤̂0 + 𝑤̂1 + 𝑤̂2
  (16) 

ただし、ŵkは事前分布 (k=0)と各データの重み（k=1,2）を表しており、ŵk = 1 σ̂k
2⁄ である

（ŵ0 = 1.43, ŵ1 = ŵ2 = 0.91）。𝑅̂2019,𝑘（k=1,2）は各指標値から求められる 2019 年加入量

の予測値であり、𝑅̂𝑘 = (𝐼𝑘,2019 𝑞̂⁄ )
1

𝑏̂𝑘で与えられる（北上期標準化 CPUE では 38.4 億尾、秋

季標準化 CPUE では 68.3 億尾）。式（16）から、重みづけ幾何平均𝑅̂2019 = 77.2億尾を求め、

2019 年漁期の加入量の予測値とした。 

2020 年漁期以降の加入量の予測については、令和元年度に開催された資源管理方針に関

する検討会において提案されたホッケー・スティック型関係式（a=0.00758、b=1,056,000、

SD=0.837）から推定される値を用いた。なお、再生産関係のパラメータ推定に使用するデー



 

タは、平成 30（2018）年度の資源評価に基づく親魚量・加入量とし、最適化方法には最小二

乗法を用いている。加入量の残差の自己相関を考慮している。詳細は「再生産関係の推定・

管理基準値計算・将来予測シミュレーションに関する技術ノート（平成 31 年度研究機関会

議版）」（https://github.com/ichimomo/future-text/blob/master/technical_document.pdf）を参照さ

れたい。 

将来予測における漁獲係数 F は、「漁獲管理規則および ABC 算定のための基本指針」に

おける 1 系資源の管理規則に基づき算出される値を用いた。将来予測に用いたパラメータ

は補足表 9-1 に示す。選択率や漁獲物平均体重等の値には、令和元年度に開催された資源管

理方針に関する検討会において提案された各種管理基準値の推定に用いた値を引き続き用

いた。これらは再生産関係と同じく平成 30（2018）年度の資源評価に基づく値であり、選

択率および漁獲物平均体重はこの評価における将来予測で設定した値を使用した。現状の

漁獲圧（F2016-2018）は、この選択率において推定される%SPR が 2016～2018 年漁期の平

均 F 値から推定される%SPR と等しくなる値とした。2019 年漁期の漁獲量は現状の漁獲圧

（F2016-2018）から予測される 794 千トンとした。 

資源尾数の予測には､コホート解析の前進法（（17）式）を用いた。 

𝑁𝑎+1,𝑦+1 =  𝑁𝑎,𝑦 exp(−𝐹𝑎,𝑦 − 𝑀) ※a ≤ 4 の場合 (17a) 

𝑁6+,𝑦+1 = (𝑁5 + 𝑁6+) exp(−𝐹5,𝑦 − 𝑀) 
 

(17b) 

漁獲尾数は上記で求めた資源尾数と各漁獲シナリオから仮定される F 値をもとに（18）

式により求めた。 

𝐶𝑎,𝑦 = 𝑁𝑎,𝑦(1 − 𝑒𝑥𝑝( − 𝐹𝑎,𝑦)) 𝑒𝑥𝑝( −
𝑀

2
)       （18） 
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補足表 9-1. 将来予測計算に用いたパラメータ 

 選択率 Fmsy F2016-2018 平均体重（g） 自然死亡係数 成熟割合 

0 歳 0.04 0.02 0.03 94 0.40 0.00 

1 歳 0.14 0.05 0.09 202 0.40 0.00 

2 歳 0.29 0.10 0.18 264 0.40 0.20 

3 歳 0.53 0.18 0.33 316 0.40 0.80 

4 歳 0.55 0.19 0.34 349 0.40 1.00 

5 歳 1.00 0.35 0.62 529 0.40 1.00 

6 歳以上 1.00 0.35 0.62 645 0.40 1.00 



 

補足資料 10 漁獲割合に基づく神戸プロット 

親魚量とその時の漁獲割合（U）を基準にした神戸プロットを下図に示す。本系群におけ

る親魚量は全期間において MSY を実現する水準を下回っている。漁獲割合の比（U/Umsy）

は、1970 年代～2000 年代は 1991 年を除いて MSY を実現する水準よりかなり高かったが、

2013 年漁期以降は MSY を実現する水準付近で推移している。 

 

項目 値 備考 

SBmsy 1,545 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Umsy 10% 最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合 

U2018 9% 2018 年漁期の漁獲割合 

U2018/ Umsy 0.965 
最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合に対する

2018 年漁期の漁獲割合の比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足図 10-1. 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy）と漁獲割合（Umsy）に対す

る、過去の親魚量および漁獲割合の関係（神戸プロット）。 

漁獲割合と親魚量は 3 年移動平均値。2015 は 2013～2015 年漁期の平均値を 

示す。 


